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Ⅰ．自己点検・評価の基礎資料 

（1）学校法人および短期大学の沿革 

①学校法人について 

 学校法人豊

ほう

昭

しょう

学園(以下、「本学園」と称す)は、現在、東京交通短期大学(以下、「本

学」と称す）、豊島学院高等学校、昭和鉄道高等学校を運営する学校法人である。 

本学園の歴史は、1928 年に設立された昭和鉄道学校に始まる。教育目標は『鐵道

事業ニ従事スヘキ者ノタメニ須要ナル學術技能ヲ授ケ兼ネテ徳性ノ涵養ニ努ムルヲ以

テ目的トス』であった。1928 年当時は、昭和鉄道高等学校は昭鉄学園と称していた

が、豊島実業高等学校の豊島学園と合併し、それぞれの頭文字をとって現在の法人名

となった。 

 

②東京交通短期大学と 2 高等学校について 

傘下の高等学校の沿革をみると、1928 年に昭和鉄道学校が設立されてスタートし、

その後、校名を昭和高等鉄道学校、昭和鉄道高等学校と変更して現在に至っている。 

豊島学院高等学校は、1932 年、神田商業学校として設立され、豊島商業学校、豊

島工業学校、豊島実業高等学校と校名の変更を経て、1992 年、学校改革により進学

を主とする現在の校名に改めた。そして、本学園によって 1952 年に設立されたのが

本学である。 

 

    学校法人豊昭学園と東京交通短期大学の沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．昭鉄学園 
1928 年 昭和鉄道学校設立 
1932 年 昭和高等鉄道学校と改称 
1948 年 昭和鉄道高等学校と改称 
２．豊島学園 
1932 年 神田商業学校設立 
1940 年 豊島商業学校と改称 
1948 年 豊島商業学校と豊島工業学校が合併し、豊島実業高等学校となる 
1992 年 豊島学院高等学校と改称 
３．学校法人豊昭学園 
1952 年 学校法人昭鉄学園と同 豊島学園が合併、学校法人豊昭学園となる(1 月) 
同  年  東京交通短期大学設立(3 月) 
2008 年 創立 80 周年記念行事を挙行 
４．東京交通短期大学の沿革 
1952 年  亀川徳一（豊島学園理事長）の鉄道専門職業高等教育の設立という熱意により、東京交通短期大学設立 
同  年 「運輸科」を持つ単科第二部短大として発足 
      学園初代理事長中川正左が初代学長に就任 
     本学顧問として、国鉄総裁、交通営団総裁等が就任 
1965 年 新校舎が完成し移転（現校舎） 
1991 年 授業開始時刻 17:00～を、15:40～に変更 
1994 年 授業開始時刻 15:40～を、14:20～に変更 
2002 年 授業開始時刻 14:20～を、13:30～に変更 
同  年  創立 50 周年記念行事を挙行 
2009 年 授業開始時刻 13:30～を、13:10～に変更、 
同  年  1 コマの授業時間 80 分を、90 分に変更 
2011 年  一般財団法人短期大学基準協会より「適格」認定を受ける 
2012 年  創立 60 周年記念行事を挙行 
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(2) 学校法人の概要 

 本学は、本学園の高等教育機関として、鉄道業界からの要請により、交通関連産業

の人材育成と勤労学生に高等教育を提供する目的で東京都豊島区に設立された。開学

以来、全国に、伝統的に鉄道業界や交通サービス業界に数多くの卒業生を送り出し、

関係業界の評価と信頼に支えられて 61 年間着実に発展を続けている。 

 

■ 学校法人が設置するすべての教育機関の名称、所在地、入学定員、収容人員およ

び在籍者数      

2013 年 5 月 1 日現在 

教育機関名 所在地 入学定員 収容定員 在籍者数 

 豊島学院高等学校  東京都豊島区池袋本町 2 丁目 10 番 1 号    372  1,320 1,209 

 昭和鉄道高等学校  東京都豊島区池袋本町 2 丁目 10 番 1 号    215    705 717 

東京交通短期大学  東京都豊島区池袋本町 2 丁目  9 番 1 号    80   160 205 

 

(3) 学校法人・短期大学の組織図 

■ 2013 年 5 月 1 日現在の専任教員数、非常勤教員数、専任事務職員数、非常勤事務

職員数 

専任教員数 10 名 

非常勤教員数 25 名 

専任事務職員数 2 名 

兼任事務職員数 1 名 

■  組織図 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 短期大学の所在地、位置（市・区・町・村の全体図）、周囲の状況（産業、人口

等）等。 

評議員会 

理事会 

監事 

法人事務局 

東京交通短期大学 

豊島学院高等学校 

昭和鉄道高騰学校 

事務室 

キャリア支援室 

豊島学院高校事務室 

昭和鉄道高校事務室 

教務課 

用務室 

警備室 

東京交通短期大学 

事務局 

高校事務室 

短大図書館 

高校図書館 
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2006

年度

2007

年度

2008

年度

2019

年度

2010

年度

2011

年度

2012

年度

2013

年度

人口 240381 242359 243490 244624 245681 248250 268801 271937

世帯 138949 141192 142755 143968 145020 146568 161068 163716

125000

130000

135000

140000

145000

150000

155000

160000

165000

170000

220000

225000

230000

235000

240000

245000

250000

255000

260000

265000

270000

275000

 (4) 立地地域の人口動態・学生の入学動向・地域社会のニーズ 

■ 立地地域の人口動態（短期大学の立地する周辺地域の趨勢） 

 本学の所在地は、東京都豊島区である。豊島区の人口動態は豊島区の Web サイトの

統計データによると、下記の通りである。 

 豊島区は、2014 年 3 月 1 日現在、総人口 271,937 人、世帯数 163,716 世帯であり、

年々、人口数、世帯数ともに増加傾向を辿っている。 

 

 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

■ 学生の入学動向（過去の実績と将来の見通し、学生の出身地別人数および割合） 

 少子高齢化が進行している中、他の大学・短大では定員割れが続出している状況下、

学生数の確保の面で本学は概ね順調に推移している。その背景としては、不況で雇用

情勢が悪化する中、比較的安定した鉄道会社への就職を目指した志願者が増加してい

ること、小規模短大であることから、キメの細かな専門的なカリキュラムが組まれて

いること等々が考えられる。また、地域別にみると、以前は首都圏を中心とした高等

学校出身者が多くを占めていたが、近年は出身校所在地が拡大傾向を示している。 

 今後、少子化が加速度的に進行し、他校との学生獲得競争はますます激化するもの

と考えられる中、本学としては学生数の確保と同時に本学のレベルアップを図るべく、

FD、SD 等をはじめとした種々の施策を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1）各年は 3 月 1 日現在 
注 2）2012 年 7 月 9 日より、住民基本台帳法の一部改正により、外国人も日本人と同様に住民 

基本台帳に記載されるようになったため、2013 年以降の数値には、外国人の登録者数も含 
まれる。 

人 
世帯 
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（各年5月1日現在） 

地域 

2011 年度 2012 年度 2013 年度 

人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 人数（人） 割合（％） 

北海道地方 1 1.0 0 0.0 2 2.1 

東北地方 8 7.8 12 11.9 8 8.4 

北関東地方 7 6.8 6 5.9 6 6.3 

埼玉県 18 17.5 23 22.8 14 14.7 

千葉県 10 9.7 8 7.9 9 9.5 

東京都 16 15.5 17 16.8 22 23.2 

神奈川県 16 15.5 16 15.8 12 12.6 

中部地方 18 17.5 11 10.9 13 13.7 

近畿地方 3 2.9 2 2.0 1 1.1 

中国地方 1 1.0 1 1.0 1 1.1 

四国地方 0 0.0 4 4.0 1 1.1 

九州地方 5 4.8 1 1.0 5 5.3 

外    国 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

その他(認定試験

等) 

0 0.0 0. 0.0 1 1.1 

合 計 103 100.0 101 100.0 95 100.0 

 

■ 地域社会のニーズ 

 豊島区の策定した将来計画「未来戦略推進プラン 2011」によると、新たに「安全・

安心を創造し続けるまち」を実現するために、福祉増進都市など 6 つの都市像を設定

するとともに、従来の重点政策・基本政策を 5つの安心戦略、3 つの成長戦略に編成し

なおし、地域社会のニーズに対応した安全・安心創造都市の実現に向けての推進を図

っている。 

 

■ 地域社会の産業状況 

 豊島区には、産業面では、本社が所在する上場企業は 38 社（全国総計 3,417 社）あ

るが、基本的には池袋駅を核とする商業地域として街が形成されている一方、学習院

大学、立教大学、東京音楽大学など高等教育機関が集中しており、東京都の中でも教

育・文化の盛んな地域社会といえよう。 

 

■ 短期大学所在の市区町村の全体図 
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(5) 課題等に対する向上・充実の状況 

① 前回の第三者評価結果における 4 つの意見の「向上・充実のための課題」で指摘

された事項への対応について（領域別評価票における指摘への対応は任意） 

改善を要する事項 

（向上・充実のための課題） 

対策 成果 

評価領域Ⅲ 教育の実施体制 

・入学定員及び収容定員超過の状況

を改善し、適切な教育条件の保全に留

意されたい。 

 

1号館の建設計画および本学での実行

可能性について精査し、入学定員の規

模を検討する。 

 

1 号館の建設計画を実行するにあた

って、1 号館に所在する資料等の移

転を行った。また、1 号館（敷地は

高校）6 号館（敷地は短大）との付

替問題があり、その下準備を実施。 

評価領域Ⅴ 学生支援 

・当該短期大学は授業を午後から開

講しているが、施設設備は併設高等学

校との共用部分が多く、保健室等の運

用は高等学校の授業時間を中心に行

われている。そのため、午後 5 時以降

の学生施設利用に支障を来すと思わ

れるので、短期大学の授業実施時間に

合わせた利用時間の延長が望まれる。 

 

 

施設設備に関する併設高校との共用

については、極力高校との調整を図り

ながら運用しているが、指摘された短

大と高校との時間帯のズレについて

は、空白の時間帯に対するバックアッ

プ体制を整備している。保健室関係に

ついては、最寄りの病院との連携を図

った。 

 

 

2012 年度までは、コンピュータ実習

関係で高等学校のコンピュータ室

を利用していたが、本学内で行える

ようになった。また、図書関係では

短大で必要な関係蔵書の購入を積

極的に行っており、図書館の充実を

図った。また、学園の保健室が閉室

した後は、最寄りの病院が対応して

いる。 

 

評価領域Ⅷ 管理運営 

・学校法人の予算・事業計画の審議

は、理事会に先立ち評議員会の意見を

求めることを私立学校法及び寄附行

為により定めている。その規定と異な

る状況が現認されたので、その是正が

必要である。 

 

予算・事業計画の審議については、理

事会に先立って評議員会の意見を求

めているものの、必ずしも充分には徹

底されていなかった。今後は、発生す

る案件の審議については評議員会の

意見を必ず求めることとする。 

 

評議員からの意見は理事会議事録

に記載すると共に、審議の手続き経

過を明確にした。 

評価領域Ⅸ 財務 

・短期大学部門の教育研究比率が低

いので、改善が望まれる。 

 

全体の研究費については、文部科学省

が望ましいとする20.0％になるよう、

5 年程度の計画を立て、予算化して増

額を推進する。具体的には、図書費の

増額、コンピュータ関係費用の増額、

外部研修費の増額などを具体的に計

画する。 

 

教育研究費の計上内容の見直しを

行わない限り、文部科学省が望まし

いとする 20.0％の達成は困難とい

うことで、見直しが必要と判断し

た。 

 

② 上記以外で、改善を図った事項について 

改善を図った事項 対策 成果 

・学生の喫煙抑止 今までは、屋上の喫煙所のみで喫煙を

許可していたが、学内全面禁煙を実施

した。 

学内での喫煙が皆無となった。 

・震災等の非常時対策 防災用品（簡易ベッド、毛布、食糧、

飲料水等）の購入を行い、震災等に向

け、備蓄した。 

全学生の2日分飲食料の備蓄が整っ

た。 

・図書利用の促進・強化 本学で必要とされる蔵書の積極的購

入を図り、図書貸出方法もバーコード

による方法に変更した。 

貸出・返却業務が効率化された。 

・キャリア関係の強化 キャリア支援室のスタッフを増強す

る一方、就活特別セミナーを実施し、

学生の就職活動を支援した。 

2012 年度に比べて、就職内定率が向

上した。 
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(6) 学生データ 

① 入学定員、入学者数、入学定員充足率、収容定員、在籍者数、収容定員充足率 

 

② 卒業者数（人） 

区分 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

運輸科 71 91 90 90 96 

 

③ 退学者数（人） 

区分 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

運輸科 16 14 11 2 13 

 

④ 休学者数（人） 

区分 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

運輸科 0 1 0 2 2 

 

⑤ 就職者数（人） 

区分 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

運輸科 59 40 41 55 55 

 

⑥ 進学者数（人） 

区分 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 

運輸科 5 4 5 8 10 

 

(7) 短期大学設置基準を上回っている状況・短期大学の概要 

①教員組織の概要（人） 

学科等名 

専任教員数(人) 

設置基準で 

定める教員数 

（人） 
助

手 

非

常

勤

教

員 

備考 

教授 准教授 講師 助教 計 〔イ〕 〔ロ〕 

運輸科 4 3 0 3 10 (7) － 
0 25 

社会学

関係 

(小計) 4 3 0 3 10 (7) － 0 25  

〔ロ〕 － － － － － － (3) 0 0  

(合計) 4 3 0 3 10    (7)    (3) 0 25  

学科等の名称 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 備考 

運輸科 

 

入学定員 80 80 80 80 80  

入学者数 109 107 103 101 95  

入学定員 

充足率

（％） 

136 134 129 126 119  

収容定員 160 160 160 160 160  

在籍者数 217 209 208 205 205  

収容定員 

充足率

（％） 

136 131 130 128 128  
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②教員以外の職員の概要（人） 

 専任 兼任 計 

事務職員 2 0 2 

技術職員 0 0 0 

図書館・学習資源センター等の専門事務職員 0 1 1 

計 2 1 3 

 

③校地等（㎡） 

校

地

等

 

区分 

専用

（㎡） 

共用

（㎡） 

共用する

他の学校

等の専用

（㎡） 

計 

（㎡） 

基準面積

（㎡）

［注］ 

在籍学生 

一人当たり

の面積

（㎡） 

備考（共

有の状況

等） 

校舎敷地   993  4,978 5,971 

1,600 19.5 

 

運動場用地 1,997  26,527 28,524  

小計 2,990  31,505 34,495  

その他 1,015  13,481 14,496  

合計 4,005  44,986 48,991  

［注］短期大学設置基準上必要な面積 

 

④校舎（㎡） 

区分 専用（㎡） 共用（㎡） 

共用する他の学校

等の専用（㎡） 

計（㎡） 

基準面積

（㎡）［注］ 

備考 

（共有の状況等） 

校舎 1,129 3,010 10,379 14,518 1,900 講堂、体育館等 

［注］短期大学設置基準上必要な面積 

 

⑤教室等（室） 

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習室 語学学習施設 

4 1 0 0 0 

 

⑥専任教員研究室（室） 

専任教員研究室 

2 

 

⑦図書・設備 

学科・専攻課

程 

図書 

〔うち外国書〕 

学術雑誌 

〔うち外国書〕（種） 視聴覚資料 

（点） 

機械・器具 

（点） 

標本 

（点）  

（冊） 

 
電子ジャーナル

〔うち外国書〕 

運輸科 36,047〔341〕 30〔0〕 0 170 0 0 

計 36,047〔341〕 30〔0〕 0 170 0 0 

 

図書館 

面積（㎡） 閲覧席数 収納可能冊数 

64（他共用 233.4） 45（内分館 13） 20,000 

体育館 

面積（㎡） 体育館以外のスポーツ施設の概要(面積：㎡) 

1,166（共用） 584（共用柔剣道場） 680（共用講堂） 
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（8）短期大学の情報の公表について 

①教育情報の公表について 

 事項 公表方法等 

1 大学の教育研究上の目的に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

学生要覧 

2 教育研究上の基本組織に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

ガイドブック 

3 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学

位及び業績に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト 

4 
入学者に関する受け入れ方針及び入学者の

数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は

修了した者の数並びに進学者数及び就職者数

その他進学及び就職等の状況に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

入試案内 

5 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の

授業の計画に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

学生要覧 

6 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認

定に当たっての基準に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

学生要覧、ガイドブック 

7 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の

教育研究環境に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

ガイドブック 

8 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用

に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

入試案内 

9 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の

健康等に係る支援に関すること 

東京交通短期大学 Web サイト、 

学生要覧、学生生活 GUIDE 

 

②学校法人の財務情報の公開について 

事項 公開方法等 

財産目録、貸借対照表、収支計算書、事業報告

書及び監査報告書 

東京交通短期大学 Web サイト 

 

(9)各学科・専攻課程ごとの学習成果について 

■学習成果をどのように規定しているか 

 本学では、時代や社会の要請に対応でき、交通産業および交通関連分野で活躍でき

る基礎能力を有し、且、誠実な姿勢で課題を発見・解決できる能力を身に付けること

を学習成果と規定している。 

 これを実現するために、交通産業で活躍するのに必要な技術・理論の基礎能力を習

得するのに必要な科目のみならず、情報化社会に対応できるITスキルの基本処理能力

を身に付ける科目を設けている。 
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■どのように学習成果の向上・充実を図っているか 

 本学では、社会に巣立っていく上での必要な基礎的知識や幅広い専門的知識を身に

付けてもらうために、1年次では基礎的科目と入門的な専門科目を、2年次では専門科

目をそれぞれ主体とした多岐にわたる科目をバランスよく履修することによって多面

的な知識をより多く修得してもらうことをカリキュラムの主眼に置いている。家の土

台と同様に、学習も基礎がなければ専門的な知識をいくら修得しようとしても身に付

かないことから、本学で修得した基礎的・専門的知識や見識を礎として、有用な人材

に育ってもらうことを最終的な学習成果の目標と考えている。 

 

(10)オフキャンパス、遠隔教育、通信教育のその他の教育プログラム 

オフキャンパス、遠隔教育、通信教育、その他の教育プログラムは実施していない。 

 

(11)公的資金の適正管理の状況 

■公的資金の適正管理の方針及び実施状況を記述する（公的研究費補助金取扱いに関する規程、不正防止

などの管理体制など）。 

 本学では、科学研究費補助金等の公的研究費補助金の申請を行っていない。 
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Ⅱ．自己点検・評価報告書の概要 

 本学は創立者亀川徳一によって提唱された「質実剛健」を建学の精神としている。

この四字熟語の意味する“飾り気がなく真面目であり、かつ心身ともに健康で強くた

くましい”という理念に基づき、3 つの教育理念および 5 つの教育目的・教育目標を

掲げ、これらを学内外へ表明している。更に、文部科学省や中央教育審議会によって

示された「大学の情報公表義務化と三つの方針」を受け、入学者受け入れの方針(アド

ミッション・ポリシー)、教育課程編成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー)、学位

授与の方針（ディプロマ・ポリシー）という３つのポリシーを定め、教授会で承認さ

れた。しかしながら、これらの方針は時代の要請等、必要に応じ今後見直しを行うこ

とも考えている。 

学習成果を示すために、学生要覧において取得すべき単位数、および単位付与の標

準値を明示している。本学のカリキュラムは基礎科目群と専門科目群に大きく分かれ

ており、1 年次に基礎科目群、2年次に専門科目群をそれぞれ重点配置し、教育目的・

目標に沿った学習成果を達成する工夫がなされている。 

第 2クールの自己点検・評価では PDCA サイクルがどのように活かされているかが一

つの眼目として挙げられているが、本学としても大きな課題として認識している。本

学ではこれにあたるものとして、次のようなことを実施している。学習成果を量的・

質的データとして測定・収集・整理するために、科目毎に授業評価アンケートを実施

しており、その結果は当該教員にフィードバックされている。さらに、外部資格とリ

ンクした授業もあり、学習成果を資格という客観的判断基準を取り入れて評価してい

る科目もある。カリキュラムや科目内容という Plan を各教員が実施し（Do）、その成

果を教員自身によるチェック（Check）、授業評価アンケートを通しての学生・教員の

クロスチェック、FD・SD 委員会による全体チェックによって点検し、その点検を踏ま

えて改善活動を進めている（Action）。この授業評価アンケートに対する教員の取り組

みの改善方針を FD・SD 委員会に提出する取り組みは、改善活動の一つとして考えてい

る。 

一方、学習成果の獲得支援、進路支援、生活支援については、小規模の短大という

本学の特徴を活かし、オフィスアワー制度、学生面談等を通して、常日頃から教職員

と学生との親密なコミュニケーションをとりながら、これらを実施している。 

 教育資源として挙げられる人的資源、物的・技術的資源は、短大設置基準の充足で

は必須条件となっており、自己点検・評価活動で絶えずチェックしていかなくてはな

らない事案であることを認識している。特に、近年における ICT の進展に伴い、IT 機

器を中心とした教育設備の充実は不可避であり、これらを利用した学生による学習成

果の獲得に向けて、毎年、諸設備（機器）の整備に努めている。 

 財的資源面では、学校法人全体およびその一部を構成する本学において、過去 3 年

間の収支は、収入超過となっており、本学の経営状態は日本私立学校振興・共済事業

団の「定量的な経営判断指標に基づく経営状態の区分（法人全体）」に従うと、良好な

経営状態の区分に属しており、結果的に無借金経営を維持している。今後の経営上の

課題としては、本学は今まで定員枠数を何とか維持してきたものの、全国的な少子化

の影響よる学生数の減少にいかに対処していくか、ということである。本学としては、
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一定の学生数をいかに確保し、永続的な健全経営を保持していくための具体的な施策

を真摯に検討していかなくてはならない段階に入っている。 

 理事長は本学園全体の総括責任者として統一した理念の下にリーダーシップを発揮

し、短大担当理事、高等学校担当理事を通して本学および 2 高等学校の教学運営にあ

たっている。 

 学長は教授会議長を務め、また人事委員会などの委員会に直接に参加することを通して、

学内の討議と運営全般を把握し、教学運営の円滑な職務遂行に努め、副学長および学科長

の補佐を受けつつ、本学の運営全般にリーダーシップを発揮している。 
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Ⅲ．自己点検・評価の組織と活動 

■自己点検・評価委員会（担当者、構成員） 

                自己点検・評価委員 

 

部会名 担当者（○印：各部会責任者） 

委員長 － （学科長）岡本久 

委 員 

基準Ⅰ部会 ○（学長）小西一雄、（教授）柴田徹、（准教授）高橋真悟、（助教）桑原賢二 

基準Ⅱ部会 ○（副学長）松岡弘樹、（学科長）岡本久、（教授）大田博樹、（助教）江間未来 

基準Ⅲ部会 

○（理事）品川裕、（理事）和田哲学、（准教授）高橋真悟、（助教）佐藤勝治、 

（助教）田邉友昭 

基準Ⅳ部会 

○（理事長）飯山高志、（理事）品川裕、（理事）和田哲学、（学長）小西一雄、 

（副学長）松岡弘樹、（学科長）岡本久 

選択的評価部会 ○（教授）柴田徹、（教授）大田博樹、（助教）佐藤勝治、（助教）田邉友昭 

 

■自己点検・評価の組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■組織が機能していることの記述 

 自己点検・評価委員会は、第2期の新基準に沿った本学の自己点検・評価についての

説明とそれによる短大としての意義を全学的に啓発した上で、本委員会活動を実施し

た。委員会活動では、各新基準に沿った現状と課題について率直な意見交換を行い、

問題点の洗い出しを行った上で、改善事項については関係する委員会に諮問・検討結

果の答申を受け全学的に対応している。 

 

委員長（学科

基準Ⅰ部会 
（建学の精神、教育の効

果） 
基準Ⅱ部会 

（教育課程、学生支援） 基準Ⅲ部会 
（教育資源、財的資

源） 
基準Ⅳ部会 

（ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ、ｶﾞﾊﾞﾅﾝ

ｽ） 

選択的評価部会 
（教養課程の取り組

み） 

＜リーダー：学長＞4 名 ＜リーダー：副学長＞4 名 ＜リーダー：理事＞5名 ＜リーダー：理事長＞6

＜リーダー：教授＞4名 

ALO（副学

短期大学基準協会 
東京交通短期大学 自己点検・評価委員会 

カリキュラム委員会 入試委員会 
広報委員会 

人事委員会 
IT 委員会 

研究・図書委員会 
事務運営委員会 

諮

問 

検

討

結

果 

の

答

申

 

東京交通短期大学 各種委員会 

行事運営委員会 
進路委員会 FD・SD 委員会 
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■自己点検・評価報告書完成までの活動記録 

2013年10月 7日 ・自己点検評価委員会の進め方等 

        ・「基準Ⅰ」の昨年度報告書記載に関する検討・修正・加筆（案）に

ついて 

2013年10月21日 ・「基準Ⅰ」についての前回検討結果を踏まえた再審議 

2013年11月 2日 ・「基準Ⅰ」についての最終案の提示・説明 

2013年11月 9日 ・報告書の記載方法についての再説明と確認 

         ・「基準Ⅱ」の昨年度報告書記載に関する検討・修正・加筆（案）に

ついて 

2013年11月18日 ・「基準Ⅱ」についての最終案の提示・説明 

2013年12月 2日 ・「基準Ⅲ」の昨年度報告書記載に関する検討・修正・加筆（案）に

ついて 

2013年12月16日 ・「基準Ⅲ」についての最終案の提示・説明 

2014年 1月27日 ・「基準Ⅳ」の昨年度報告書に関する検討・修正・加筆（案）につい

て 

2014年 2月24日 ・「自己点検・評価報告書」の再提出が求められる事項についての説

明 

「基準Ⅳ」についての最終案の提示・説明 

「選択的評価基準（教養教育の取り組み）」に関する検討 

2014年 3月 3日 ・「選択的評価基準（教養教育の取り組み）」についての最終案の提

示・説明 

        ・「基礎資料」等、様式1～様式5に関する検討 
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【１．建学の精神と教育の効果】 

 

1.1 建学の精神が確立している 

 

 (a)現 状 

本学には、創立者亀川徳一により提唱された建学の精神として「質実剛健」が継承

されている。この簡潔な言葉に込められた理念には、以下に述べるような歴史的な背

景がある。 

学校法人豊昭学園の歴史は、1928年、東京神田三崎町に誕生した「昭和鉄道学校」

に始まる。教育の中心は、1930年から校長を勤めた中川正左（元鉄道次官）であっ

た。1936年からは、亀川徳一が学園理事長として経営に当たった。亀川はかつて旧国

鉄の教習所で職員を教育した経験を生かし、将来鉄道で働きたいという青少年たちの

教育にも情熱を注いで来た。 

戦後すぐに行われた学校制度改革によって、1947年に「豊島実業高校」と「昭和鉄

道高校」が誕生したが、この時亀川はさらに交通専門の高等教育ができる4年制の

「東京実業大学」を、ここ池袋の地に設けようと考えた。しかし大戦後の混乱期にあ

った当時の状況では、その希望を実現することが難しく、1952年4月、修業年限2年の

「東京交通短期大学」が発足することになった。 

この年は日本に鉄道が生まれて80周年に当たる時期であったが、自動車はまだ今日

のように普及しておらず、明治以来日本の主要な陸上交通は鉄道であった。その鉄道

業界には、高校を出て働きながらさらに学問や教養を身に付けたいと切望する青少年

たちがいた。亀川は本学の講義を夜間に行うことによって、彼らの熱意にこたえる道

を拓いた。働きながら学ぶというこの考え方は、広く知識を身につけた職業人を要す

る交通界からも支援され、専門の講師として国鉄（当時）や私鉄から有能な人材の出

講を仰ぐことができ、本学の基礎が固まった。 

短期大学という制度は、本学のできる2年前、1950年に大学が旧制度から新制度に

移行した際「暫定的な制度」として始まったもので、旧制の女子専門学校がほとんど

であった。1964年になって、短期大学は学校教育法の中に「専門職業教育を行うも

の、または実際生活に必要な知識、技能を与えもしくは教養教育を行うもの」と明記

され、ようやくその役割が認識されることになった。本学の創立者亀川徳一の志がま

さにここに実現された。 

2008年度から、改めて本理念に基づき、学長を中心に建学の精神・教育理念・教育

目的・教育目標を総合的に見直し、新たに構築した。この原案を教授会でさらに討議

したのち議決を行い、理事会の承認を得たうえで、以下の通り本学の内外に公開し

た。 

本学の建学の精神および教育理念等の全体像を図解すると、図表Ⅰ-1 の通りであ

る。 

本図表は、「建学の精神」に基づいて、「教育理念」、「教育目的・目標」それぞ

れが三位一体となる緊密な相互関連性（それぞれが齟齬なく担保されているかを検

証）を有し、本学の全体像を形成することを示している。 
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本学の建学の精神の学内外への周知については、入学式における学長式辞、オリエ

ンテーション、ガイダンス等を本学の基軸として説明しているほか、本学のWebサイ

ト（http://www.hosho.ac.jp/toukou/index.html）、ガイドブック、学生要覧等を通

して行われている。 

これらの周知に加えて、学内での共有を図るために、本学玄関、学長室、会議室、

講師控え室、受付など、人目のつく場所に貼り出すことでその共有化に努めている。

同時に、学生一人ひとりにこれらを印刷した資料（学生生活の手引き書）を作成して

配布している。更に、学校行事における学長等の挨拶、講話などで触れることでも、

その共有化に努めている。 

 

 

●建学の精神 

本学は、「質実剛健」（飾りけがなく真面目で、たくましく、しっかりしている）を

旨とする建学の精神を継承・発展させて、社会の発展に貢献する有意な人材を育成す

るためにたゆまぬ努力を果たす。 

●教育理念（ミッション） 

本学は、建学の精神に則り、交通産業関連分野でリーダーシップを発揮する教養ある

専門性を有する人材の育成を目指す。 

１．時代や社会の要請に対応できる人材の育成 

２．交通産業および関連分野で専門家として実践力を持つ人材の育成 

３．誠実な姿勢で、課題を発見し解決できる自己実現力のある人材の育成 

●教育目的・目標 

本学は、建学の精神および教育理念を具体化するために、次のとおり実現を目指す。 

１．一般教養および専門的知識を統合的に身に付けさせる。 

２．交通産業関連で活躍するための基礎能力（技術･理論）を身に付けさせる。 

３．徹底した少人数教育を通じて、実践力を身に付けさせる。 

４．情報社会に対応するための基本処理能力を強化する。 

５．地域および社会の発展に貢献する倫理観と責任感を涵養する。 

 

 

（図表Ⅰ-1） 本学の「建学の精神」「教育理念」および「教育目的・目標」の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建学の精神 

教育理念 教育目的・目標 
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(b)課 題 

 最も重要な課題は建学の精神を学内で共有することである。さまざまな施策によっ

てもなお、共有のレベルは高いとは言えない。 

建学の精神は本学の歴史および社会的使命と共に学ぶことによって、学生・教職員

の共感をよび、教育・学習・行動の指針として活かされていく。この点で、1 年次全

員が受講する基礎ゼミの初回に建学の精神・歴史・社会的使命を学ぶ機会を設けるこ

とを検討したい。また、2年次の専門ゼミの初回において、入学以降 1 年間の本学で

の生活を振り返ってもらうことによって建学の精神への関心と浸透状況を確認し、必

要な追加的施策を進めていく必要がある。 

 

 

1.2 教育目的・目標が確立している 

 

(a)現 状 

本学の建学の精神「質実剛健」（飾りけがなく真面目で、たくましく、しっか

りしている）を具体化するために、次のとおり教育目的・目標を明示している。 

１． 一般教養および専門的知識を統合的に身に付けさせる。 

２． 交通産業関連で活躍するための基礎能力（技術･理論）を身に付けさせる。 

３． 徹底した少人数教育を通じて、実践力を身に付けさせる。 

４． 情報社会に対応するための基本処理能力を強化する。 

５． 地域および社会の発展に貢献する倫理観と責任感を涵養する。 

この教育目的・目標に則り教育を実践している。 

学習成果を示すために、2013年度学生要覧8-9頁、12頁-13頁において取得すべ

き単位数、および単位付与の標準値を明示している。この2013年度学生要覧は、

全学生と全教員が所有する冊子であり、教える側と学ぶ側双方でその学習成果を

共有している。 

また、上記の教育目的・目標に関する学内外への表明については、建学の精神

と同様に、本学Webサイト（http://www.hosho.ac.jp/toukou/ ）、ガイドブック、

学生要覧等に記載することで、表明を徹底している。 

本学の教育目的・目標については、審議機関である教授会が毎月開催されてお

り、その場で必要に応じて検討することになるが、2013年度はアドミッション・

ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーの確定のための議論

を通して、点検が行われている。 

 

(b)課 題 

  教育目的・目標の定期点検を徹底するための具体策が必要である。例えば、毎年

決まった時期、とくに次年度の自己点検・評価委員会を編成する時期に、教授会で

検討を行うことを定例化する等、今後、具体策を検討していく必要がある。 

また、学生の達成度から教育目的・目標の表現や内容を再点検するという視点を意

識化していくことが必要である。 
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1.3 学習成果を定めている 

 

(a) 現 状 

建学の精神に基づいた学習成果を示すために、学生要覧の中に各科目内容（シラバ

ス）を明示している。さらに科目によっては、その学習成果として外部資格とリンク

している授業があり、「情報システム論」、「コンピュータ基礎」等の科目は学習成

果を資格という客観的判断基準に則り評価している。 

教育目的・目標に基づいた学習成果を示すために、学生要覧には、基礎科目群と専

門科目群を分けて明示している。そのなかで教育目的・目標の(1)が定義する「一般

教養および専門的知識を統合的に身に付けさせる」を具体化している。(2)の「交通

産業関連で活躍するための基礎能力（技術･理論）を身に付けさせる」ために、1年次

に基礎科目群を重点的に配置している。(3)の「徹底した少人数教育を通じて、実践

力を身に付けさせる」ために、1年次の基礎ゼミを5つのクラスに細分化し、2年次の

専門ゼミを8クラスに細分化している。そして、(4) の「情報社会に対応するための

基本処理能力を強化する」ために、1年次より「情報システム論」、「コンピュータ

基礎」を配置し、2年次に「コンピュータ実習」を必修科目としている。以上のよう

な科目群の配置により、教育目的・目標に基づいたカリキュラムになっており、その

学習成果を明示していることが理解できる。 

2012年度に課題として挙がっていた文章表現技術の向上については、2013年度の基

礎ゼミより自由研究論文への取り組みを必須内容とし、併せて論文の書き方講座の実

施、および『基礎ゼミワークブック 論文の書き方』を作成し、全1年生に配布してい

る。 

学習成果を量的・質的データとして測定するために、各科目で授業評価アンケート

を実施しており、その結果は当該教員にフィードバックされている。さらに、前述の

「情報システム論」における「情報活用試験（J検）」、「コンピュータ基礎」にお

ける「パソコン検定（P検）」など外部資格とリンクした授業もあり、学習成果を資

格という客観的判断基準を取り入れて評価している科目もある。 

 外部資格にリンクした授業では、前年度までの受験動向や合格率等を、各科目の初

回授業時に説明し、在学生へ学習成果を開示している。また、当該教員にフィードバ

ックされた各科目の授業評価アンケート結果に基づき、当該教員がその所見と次年度

以降の対応策を明記する業務プロセスを追加した。これにより半期に1回、定期的な

見直しが実施できるようになった。 

 本学にはカリキュラム委員会が設置され、同委員会が必要に応じて開催されてい

る。カリキュラム上の問題が発覚した場合には、同委員会が本学の教授会に審議事項

として提議する仕組みになっている。 

 

 (b) 課 題 

 本学 Web サイトの「カリキュラム」内にある「各種資格取得実績」が更新されてい

ないので、最新の取得実績を公開する必要がある。Web サイトを担当する IT 委員会
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とカリキュラム委員会間で情報を共有し、適宜、必要なタイミングで情報が更新でき

る業務プロセスが必要である。 

 景気動向の影響もあり、学生の就職率が低迷している。学力の向上と同時にキャリ

ア支援の在り方も時代の変化に合わせた体系的な検討が必要である。 

 

 

1.4 教育の質を保証している 

 

 (a)現 状  

本学では教授会が毎月2回開催されており、学校教育法、短期大学設置基準等の関

係法令の変更などは、その都度、報告事項として報告されており、適宜確認し法令遵

守に努めている。 また、学校全体に関わるような関係法令の場合は、職員も出席す

ることによって、全教職員に法令遵守を徹底している。 

学習成果を焦点とする査定は主に授業評価アンケートと学生アンケートで客観的に

評価をしている。 

教授会において、教育の向上・充実に向けた提案は、各委員会より討議結果が報告

されており、（図表Ⅰ－２）のようなPDCAサイクルを推進している。 

 

（図表Ⅰ-２） ＰＤＣＡサイクルの現状 

 

 

 

(b)課 題  

授業評価アンケートの結果は、2013年度より学生・教員向けに情報開示を行う予定

であったが、アンケート結果の検証方法については、FD・SD委員会で検討する必要が

ある。 

また、PDCAサイクルを改善する措置として、学生要覧掲載のシラバスにおいて各授

Do
各教員が実施。

Check
各教員によるセルフ

チェック、授業評価ア

ンケートを通した学生

によるクロスチェッ

ク、FD・SD委員会に

よる全体チェックの3
段階チェック機構

Action
2013年度から、FD・SD委員会により、授

業評価アンケートを担

当教員にフィードバッ

クし、アンケート結果

に対する所見や今後の

取り組み方針を提出し

てもらうようにした。

Plan
学生要覧に沿ったカリ

キュラムや各科目内容

（シラバス）。
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業科目の到達点を明示するなどして、学生の学習意欲を向上させることが必要であ

る。 

 

 

1.5 自己点検・評価活動等の実施体制が確立し、向上・充実に向けて努力し

ている 

 

(a)現 状 

ALOを中心に、全教職員で自己点検・評価に向けた組織体制が確立している。特

に、2010年度までに全学的に集約的な取り組みを行い、現在の実施体制の基礎が築か

れた。 

2012年度の活動実績は、（図表Ⅰ－３）の通りである。 

 

（図表Ⅰ－３） 2012年度活動実績 

日付 主な議案 出席/定員 

2012年7月23日 本年度の自己点検の進め方について 11/12 

2012年9月24日 ALO説明会に関する報告、「基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果（以下基

準Ⅰ）」担当執筆者案の検討 

9/12 

2012年10月29日 ｢基準Ⅰ｣担当執筆者案の検討 9/12 

2012年11月5日 ｢基準Ⅰ｣ならびに「基準Ⅱ 教育課程と学生支援（以下基準Ⅱ）」担

当執筆者案の検討 

9/12 

2012年12月3日 ｢基準Ⅱ｣担当執筆者案の検討 10/12 

2012年12月17日 ｢基準Ⅲ 教育資源と財的資源（以下基準Ⅲ）｣担当執筆者案の検討 10/12 

2013年1月28日 ｢基準Ⅲ｣担当執筆者案の検討 8/12 

2013年2月25日 ｢基準Ⅳ リーダーシップとガバナンス（以下基準Ⅳ）｣担当執筆者案

の検討 

10/12 

2013年3月4日 ｢基準Ⅳ｣担当執筆者案の検討 9/12 

2013年3月11日 ｢選択的評価基準（教養教育の取り組み）｣担当執筆者案の検討 11/12 

2013年3月18日 ｢自己点検・評価の基礎資料｣の検討 9/12 

また、2013年度の具体的な体制および活動実績は、（図表Ⅰ－４）、（図表Ⅰ－

５）の通りである。 

 

（図表Ⅰ－４） 2013年度「自己点検・評価」体制 

基準（評価領域）別 担当者（太文字がリーダー） 検討時期 

① 建学の精神と教育の効果 小西、柴田、高橋、桑原 9〜10月 

② 教育課程と学生支援 松岡、岡本、大田、江間 11〜12月 

③ 教育資源と財的資源 品川、和田、高橋、佐藤、田邊 12〜1月 

④ リーダーシップとガバナンス 飯山、品川、和田、小西、松岡、岡本 1〜2月 

⑤ 教養教育の取り組みについて 柴田、大田、佐藤、田邊 2〜3月 

⑥ 2013年度版「自己点検・評価報告書」 

のまとめ（PDFファイル化） 

岡本 3月 
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（図表Ⅰ－５） 2013年度活動実績 

日付 主な議案 出席/定員 

2013年10月7日 本年度の自己点検の進め方について 10/11 

2013年10月21日 ｢基準Ⅰ｣担当執筆者案の検討、自己点検・評価の課題に関する対応委

員会等の検討結果について 

9/11 

2013年11月2日 ｢基準Ⅰ｣の最終報告案 8/11 

2013年11月9日 自己点検・評価報告書の記載方法について、「基準Ⅱ」の第1次案報告

について 

8/11 

2013年11月18日 「基準Ⅱ」の第2次案（最終）報告について 11/11 

2013年12月2日 「基準Ⅲ」の第1次案（「区分」について）報告について 10/11 

2013年12月16日 「基準Ⅲ」の第2次案（「区分」「テーマ」「基準」について）報告につ

いて 

11/11 

2014年1月27日 「基準Ⅳ」について 9/11 

2014年2月24日 自己点検・評価報告書の再提出が求められる事項についての説明、

「基準Ⅳ」修正・統合された結果について、「選択的評価基準（本学

は、“教養教育の取り組み”を選択）」について 

8/11 

2014年3月3日 「選択的評価基準（最終版）」について、「様式1～様式5（基礎資料

等）」について 

7/11 

2012年度より第2クールに向けた自己点検・評価委員会の会議を定期的に実施して

いる。 

2012年度より実施した自己点検・評価委員会の成果として、 

「2012年度自己点検・評価報告書」 2013年3月 

「2013年度自己点検・評価報告書」 2014年3月  

「2014年度自己点検・評価報告書」 2015年3月（予定） 

と、定期的に自己点検・評価報告書を改版しているが、外部へは公表していない。 

前述の自己点検・評価活動の体制表および、各委員会のメンバーには、当短大の全

教職員が配置されており、本自己点検・評価活動には全教職員が関与している。 

さらに、2013年度は教職員の入れ替えが生じたときの自己点検・評価活動の円滑な

引き継ぎのため、本学で活用しているGoogle Apps ドライブ(ドキュメント)機能の

「第三者評価関連」内のファイルを整理した。また一般財団法人短期大学基準協会主

催研修会への関係者の派遣などを通して、さらに研修内容の教授会へのフィードバッ

クによって全教職員の意識の向上に努めている。 

自己点検・評価の成果は、毎年度の見直しを通して特にカリキュラムの改善やFD、

SD活動の改善に活かされている。 

 

(b)課 題 

今後も自己点検・評価活動の新任教職員への円滑な引継ぎや、新任教職員の研修会

への派遣などを行うとともに、教授会後の時間などを活用して教職員の経験交流の場

を広げていくことが必要である。 
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1.6 以上の外に建学の精神と教育の効果について努力している事項 

 

 本学では、「学外実習」として、夏季休暇期間を利用して、次の通りホテル業務実

習を通じて社会人基礎能力を磨いている。 

  ・2011年：8月1日～4週間：1年次4名参加：軽井沢「ホテル そよかぜ」 

  ・2012年：8月1日～4週間：1年次7名参加：軽井沢「ホテル そよかぜ」 

  ・2013年：8月1日～4週間：1年次5名参加：軽井沢「ホテル そよかぜ」 

また、日本語能力検定試験の指導と受験者の拡充に努めている。 

・2013年6月10日：23名参加：日本語検定対策講座 

6月14日：46名受験：日本語検定試験 

2級： 1名受験、1名準認定 

          3級：43名受験、8名認定、19名準認定 

                   4級： 2名受験、2名認定 

      10月28日：日本語検定対策講座 

11月 8日：日本語検定試験 

さらに、就活支援セミナーを開催し、単に就活対策のみならず、広く社会人基礎能

力を身に付ける機会を提供している。 

・2013年9月11日：19名参加：笑顔づくりセミナー(自己分析) 

     12日：27名参加：文章の書き方セミナー(エントリート、履歴書等) 

        13日：18名参加：模擬面接セミナー 

・2014年2、3月にも実施 

以上に加えて、就職活動にかかわる支援として「キャリア形成論」の授業などを通

して、「サービス介助士2級」の資格取得を支援している。資格を得た学生数は次の

とおりである。 

2011年度：52名 

2012年度：61名 
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【２．教育課程と学生支援】 

 

2.1 ディプロマ・ポリシーを明確に示している 

 

(a)現 状 

本学の短期大学士の授与にあたっては、本学の「教育理念（ミッション）」に掲載

されている諸点に準拠し、教授会の審議を経て、以下のポリシーを2013年度に定め、

Webサイトに掲載している。ディプロマ・ポリシーは、カリキュラム・ポリシーに基

づいて編成された2年間の課程を学修することにより、本学の教育理念に即した3つの

能力を修得し、卒業要件を満たした者に対して学位が授与されるというポリシーを示

している。 

 

（ディプロマ・ポリシー） 

東京交通短期大学では、カリキュラム・ポリシーに基づいて編成された 2 年間の課

程を学修し、卒業要件を満たした、本学の教育理念に即した以下の能力を修得した者

に対して、短期大学士（運輸）の学位を授与するものとする。 

●時代や社会の要請に対応できる能力。 

●交通産業および関連分野での基礎能力（技術・理論）を有し、関連分野で活躍可能

な能力。 

●誠実な姿勢で、課題を発見し解決できる能力。 

このディプロマ・ポリシーを具現化したものとして、卒業の要件を以下のように定

めている。 

（卒業要件：2013年度入学生） 

1．総単位数 66 単位を取得すること 

 2．基礎科目 8科目、専門科目 20 科目以上の科目の単位を取得すること 

 3．1 年次において、40 単位以上の単位を取得すること 

 4．2 年次配置科目の中から、10 科目以上の科目の単位を取得すること 

 5．基礎ゼミ・実務基礎能力論・コンピュータ実習・専門ゼミを履修し、その科目の 

単位を取得すること 

学則におけるディプロマ・ポリシーは、「学則に定める一定の卒業要件を満たす者

に学位を授与する。」旨の規定を置くことにより示している。 

学内外へのディプロマ・ポリシーは、Webサイトへの掲載により表明されている。 

本学のディプロマ・ポリシーは、学位を授与された卒業生が、鉄道を始めとした交

通事業・観光・物流などの分野で信頼ある企業人として、リーダーシップを発揮して

活躍していることからも社会的に通用性がある。 

 

(b)課 題 

ディプロマ・ポリシーは確定され、Webサイトに掲載されているが、ポリシーが確

定されて間もないことから、今後、学生要覧等への記載、オープンキャンパス・体験

入学会等で説明することにより、学生等への周知を徹底すべきである。 
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2.2 カリキュラム・ポリシーを明確に示している 

 

(a)現 状 

本学の教育課程編成・実施にあたっては、本学の「教育目的・目標」に記載されて

いる諸点に準拠し、教授会の審議を経て、以下のポリシーを2013年度に定め、Webサ

イトに掲載している。カリキュラム・ポリシーは、「教育の目的・目標」記載の5つ

の実現を目的として、4つの考え方に基づいて教育課程を編成するというポリシーを

示している。 

 

（カリキュラム・ポリシー） 

東京交通短期大学の教育理念に基づいた「教育の目的・目標」を達成・実現するた

め、次のような考え方の下に、カリキュラム（教育課程）を編成し実践するものとす

る。 

●一般教養および専門（交通・観光関係）知識とその知識に基づく実践力を総合的

に身につける。 

●交通産業関連で活躍するための基礎能力（技術・理論）を身につける。 

●情報化社会に対応するための IT スキルの基本処理能力を身につける。 

●地域および社会の発展に貢献する倫理観と責任感を身につける。 

本学の教育課程は、原則として、1年次で基礎科目、2年次で専門科目を履修する形

で体系的に編成されており、各科目にサブタイトルをつけるなどして、学習効果に対

応した、分かりやすい授業科目を編成している。 

成績評価については、教育の質保証の観点から、シラバスに「期末テスト」、「出

席率」、「レポート・小テスト」の割合をパーセンテージで記載することにより、客

観的、かつ、公正な評価を行っている。 

 シラバスについては、学生が履修を行う際の指針となることから、「講義の目的・

内容」、「年間スケジュール」、「指導方法」、「成績評価の方法」、「テキスト・

参考書」などの項目について明示している。 

担当教員については、人事委員会において、適切な科目担当者を選任する観点か

ら、資格・業績を基に審査を行い、審査に合格した教員を配置している。専任教員

は、原則として毎年、研究論文を執筆することにより、教員の質の保証を図ってい

る。 

教育課程の見直しについては、カリキュラム委員会を定期的に行うことにより、毎

年見直しを図っている。 

 

(b)課 題 

カリキュラム・ポリシーが確定され、Webサイトに掲載されているが、ポリシーが

確定されて間もないことから、今後、学生要覧等への記載、オープンキャンパス・体

験入学会等で説明することにより、学生等への周知を徹底すべきである。 

また、成績評価について、より客観性をもたせる観点から、例えば、GPA制度の導

入等を検討する必要がある。 
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2.3 アドミッション・ポリシーを明確に示している 

 

(a)現 状 

本学のアドミッション・ポリシーは、2013年度、教授会の審議を経て確定され、本

学のWebサイトに掲載されている。アドミッション・ポリシーは、本学の教育理念で

ある「時代や社会の要請に対応できるために、創造的・積極的に勉学を行える人材」

を明示すると共に、交通産業等の専門家育成を行う上では備わってほしい基礎的学力

と向学心、社会に巣立っていく上では必要不可欠な人との協調性を示している。 

 

（図表Ⅱ－１） 東京交通短期大学のアドミッション・ポリシー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本学では、入学前の学習成果の把握・評価を目的として、全入試の合格者を対象と

して、課題の提出を義務付けているが、この制度は、学生の学力を向上させることに

より、本学のアドミッション・ポリシーを堅持することも併せてその目的としてい

る。 

推薦入試、一般・社会人入試、AO入試の実施にあたっては、このポリシーを基に、

各入試に対応した要件を掲げている。具体的には、各入試に共通して実施する面接に

加えて、推薦入試に関しては、小論文試験、一般・社会人入試に関しては、小論文試

験・基礎学力試験、AO入試に関しては、志望理由書の作成を課している（第1期AO入

試は、志望理由書の作成・基礎学力試験）。 

アドミッション・ポリシーを徹底する観点から、特に、一般・社会人入試について

は、2011年度から、また、AO入試の第1期については2012年度から、それぞれ特待生

選抜を目的とした基礎学力試験を課している。 

 

(b)課 題 

アドミッション・ポリシーが確定され、Webサイトに掲載されているが、ポリシー

が確定されて間もないことから、今後、学生要覧等への記載、オープンキャンパス・

体験入学会等で説明することにより、学生等への周知を徹底すべきである。 

さらに、本学では、過去、AO入試の比率が高いことから、主に学力の面で、アドミ

～本学 Web サイトより
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ッション・ポリシーが保たれない状況にあった。このため、2012年度は、AO入試の第

1期に学力テストを導入したが、この結果を踏まえて、アドミッション・ポリシーを

さらに徹底する観点から、全AO入試に学力テストを導入する等の入試の在り方を検討

する必要がある。 

 

 

2.4 学習成果の査定（アセスメント）は明確である 

 

(a)現 状 

 本学の教育目的では、建学の精神および教育理念を具体化するために、大枠として、

以下に示す 5つの実現を目指している。しかしながら、学生個々人の学習成果として、

何を学習すべきなのかを明確に意識・識別し、一定の学習期間が終了した段階で自己

評価（何が習得でき、何が習得できなかったか）を個人ベースで実施するまでには至

っていない状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

学習に対する目的意識を学生個々人に持ってもらうために、本学では種々の資格を

取得することを奨励しており、例えば夏期休業中に「旅行業務取扱管理者（国内）」特

別対策講座の開催、授業中に「英語検定」および「日本語検定」等の対策を行う等、具

体的成果をあげてもらうように心掛けている。 

現在まで実施している学習成果の査定については、学生による「授業評価アンケー

ト」を全配当科目について年に 1 回実施し、下記の 16 項目に関する評価を学生から吸

い上げている一方、教員側からの学生に対する査定は科目によっても異なるが、単な

る期末試験結果のみならず、レポート提出状況、小テスト結果、出席状況等を総合的

に勘案し、厳正に評価している（図表Ⅱ－１参照）。 

 上記の学生側からみた学習成果と教員側からみた学生に対する評価には、往々にし

てミスマッチの生じる可能性を有しており、極力これらを解消すべくカリキュラム委

員会を通じ、種々検討を行っているのが実態である。 

 

 

 

 

 

 

 

 1.出席率 2.授業態度 3.興味・関心 4.理解度 5.将来役に立つか 6.講義要項に沿っていたか 7.
体系的に行われたか 8.適切な板書 9.授業に集中させる努力 10.話し方 11.重要なところを強調

したか 12.熱意や工夫 13.学生の授業参加を促したか 14.教師の授業時間厳守 15.学生のレベル

把握 16.総合的にみて満足したか 

 
１．一般教養および専門的知識を統合的に身に付ける。 
２．交通産業関連で活躍するための基礎能力（技術・理論）を身に付ける。 
３．徹底した少人数教育を通じて、実践力を身に付ける。 
４．情報社会に対応するための基本処理能力を強化する。 
５．地域および社会の発展に貢献する倫理観と責任感を涵養する。 

教育目的 

授業評価項目 
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(b)課 題 

 就職に向けての資格については、上記の資格のほかに、どのような資格試験が学生

個々人にとって有効なのかを検討すると同時に、可能な限りの資格取得を奨励するた

めの体制づくりが必要である。 

 

（図表Ⅱ－１） 運輸科の単位認定の状況表   （2013 年度全学生） 

 

種 

別 

 

授業科目名 

授

業

形

態

 

履

修

人

数

 

受

験

者

数

 
（

定

期

・

追

試

計

）

 

単

位

取

得

者

数

 

 

単 

位 

取 

得 

率 

(%) 

 

基

 

礎

 

科

 

目

 

心理学 A 講義 30 24 24 80 

心理学 B 講義 29 18 18 62 

哲学 A 講義 39 32 32 82 

哲学 B 講義 33 23 23 70 

文学 A 講義 16 16 16 100 

文学 B 講義 16 14 14 88 

歴史学 A 講義 

休    講 

歴史学 B 講義 

経営学 A 講義 39 37 37 95 

経営学 B 講義 5 2 2 40 

経済学 A 講義 45 36 36 80 

経済学 B 講義 10 8 8 80 

法学 A 講義 74 70 69 93 

法学 B 講義 78 64 64 82 

環境科学概論 A 講義 24 23 23 96 

環境科学概論 B 講義 25 14 14 56 

自然科学概論 A 講義 29 28 28 97 

自然科学概論 B 講義 37 28 28 76 

統計学 A 講義 13 11 11 85 

統計学 B 講義 5 4 4 80 

英語(H24 年度） 講義 6 4 4 67 

英語 講義 5 4 4 80 

中国語 A 講義 24 18 18 75 

中国語 B 講義 11 9 9 82 

キャリアデザイン 講義 89 80 80 90 

キャリア形成論Ⅰ 講義 87 69 69 79 

キャリア形成論Ⅱ 講義 73 54 54 74 
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種 

別 

 

授業科目名 

授

業

形

態

 

履

修

人

数

 

受

験

者

数

 

（

定

期

・

追

試

計

）

 

単

位

取

得

者

数

 

 

単 

位 

取 

得 

率 

(%) 

 

キャリア支援論Ⅰ 講義 83 70 70 84 

キャリア支援論Ⅱ 講義 24 16 16 67 

キャリア情報論 講義 6 4 4 67 

コミュニケーション論 A 講義 66 63 63 95 

コミュニケーション論 B 講義 62 55 55 89 

基礎ゼミⅠ 演習 19 18 18 95 

基礎ゼミⅡ 演習 19 18 18 95 

基礎ゼミⅢ 演習 20 20 19 95 

基礎ゼミⅣ 演習 19 19 19 100 

基礎ゼミⅤ 演習 18 15 15 83 

実務基礎能力論Ⅰ 講義 36 34 32 89 

実務基礎能力論Ⅱ 講義 32 30 29 91 

実務基礎能力論Ⅲ 講義 27 23 23 85 

政治経済学 講義 41 38 38 93 

現代社会論 講義 72 59 59 82 

特別教養講座 A 講義 70 60 60 86 

特別教養講座 B 講義 68 51 51 75 

体育実技 A 実習 22 21 21 95 

体育実技 B 実習 22 21 21 95 

保健体育理論 A 講義 5 5 5 100 

保健体育理論 B 講義 5 3 3 60 
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種 

別 

 

 

 

授業科目名 

授

業

形

態

 

履

修

人

数

 

受

験

者

数

 

（

定

期

・

追

試

計

） 

単

位

取

得

者

数

 

 

単 

位 

取 

得 

率 

(%) 

専

 

門

 

科

 

目

 

交通概論 A 講義 98 92 74 76 

交通概論 B 講義 93 83 72 77 

交通環境論 講義 52 40 39 75 

交通関係法規 講義 87 78 77 89 

交通技術論 A 講義 23 18 18 78 

交通技術論 B 講義 30 25 25 83 

交通経済学 講義 51 31 14 27 

交通史 講義 94 85 85 90 

交通事業論 講義 33 27 27 82 

交通需要論 講義 69 48 43 62 

交通マーケティング論 講義 58 51 48 83 

交通英語 講義 25 21 21 84 

航空論 講義 57 45 45 79 

自動車交通論 講義 65 41 40 62 

鉄道システム論 講義 80 76 76 95 

鉄道運転論 講義 88 79 68 77 

鉄道経済論 講義 87 75 75 86 

ホスピタリティ論 講義 53 46 46 87 

学外実習 実習 5 5 5 100 

観光プラニング実践 講義 84 66 64 76 

観光学概論 A 講義 86 81 78 91 

観光学概論 B 講義 85 73 73 86 

観光関係法規 
講義 66 60 54 82 

観光事業論 
講義 

休    講 

観光地理 
講義 97 83 75 77 

旅行実務論 
講義 98 82 78 80 

企業分析論 
講義 51 30 30 59 

企業倫理 
講義 54 38 38 70 

金融論 
講義 41 35 31 76 

経営管理論 
講義 10 6 6 60 

経営法学 
講義 67 60 60 90 
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種 

別 

 

 

 

授業科目名 

授

業

形

態

 

履

修

人

数

 

受

験

者

数

 

（

定

期

・

追

試

計

） 

単

位

取

得

者

数

 

 

単 

位 

取 

得 

率 

(%) 

経済学史 
講義 71 63 63 89 

交通会計論 
講義 40 27 26 65 

国際金融論 
講義 66 54 51 77 

情報システム論 
講義 25 25 24 96 

物的流通論 
講義 81 76 75 93 

簿記論 
講義 37 30 20 54 

コンピュータ基礎 
講義 30 21 21 70 

コンピュータ実習Ⅰ 
実習 25 24 24 96 

コンピュータ実習Ⅱ 
実習 24 23 23 96 

コンピュータ実習Ⅲ 実習 23 22 22 96 

コンピュータ実習Ⅳ 実習 28 27 27 96 

専

 

門

 

ゼ

 

ミ

 

経済政策論ゼミ 演習 15 15 15 100 

交通会計論ゼミ 演習 9 8 7 78 

交通経営論ゼミ 演習 12 12 12 100 

交通情報論ゼミ 演習 11 10 10 91 

交通判例分析ゼミ 演習 15 15 15 100 

交通論ゼミ 演習 14 13 13 93 

社会政策研究ゼミ 
演習 8 8 7 88 

都市・地域交通論ゼミ 
演習 15 15 15 100 
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2.5 学生の卒業後評価への取り組みを行っている 

 

(a)現  状 

 学生の卒業後評価を実施するためには、進路先からの「卒業生調査」を実施するこ

とによって卒業生の多様な活躍実態と本学で獲得した知識・技術・能力・資格等がど

のように活かされているのかが把握されることになる。しかしながら、上記の目的に

よる総合的な調査は本学では未だ実施されていないのが現状である。 

 卒業生との関連ではキャリア支援関係の授業「キャリア形成論」において、OB・OG

に内定獲得成功談セミナーを毎年実施しており、卒業生と在学生との交流の場を設け

るに留まっている。 

 

(b)課 題 

 進路先からの「卒業生調査」の有用性を本学内で共有すると共に、その実施に向け

ての基本的なフレームワークづくりや調査に向けての企画、体制づくりについて、進

路委員会が中心となって早急に検討を行い、進路先からの卒業生に対する評価を確認

することが喫緊の課題である。そのことにより、本学における教育意義と今後の更な

る発展の方向性を探る必要がある。 

 

 

2.6 学科・専攻課程の学習成果の獲得に向けて教育資源を有効に活用してい

る 

 

（1）本学教員による学習成果獲得に向けての責任 

 

(a)現 状 

 本学教員はそれぞれ科目別の特徴を活かした評価基準を設定し、それに沿った単位

認定を行っている。 

また、種々の資格取得や検定などを学生に奨励し、実務的成果の獲得にも努めてい

る。 

 前述の通り、学生による「授業評価アンケート」を実施しており、これまではその

結果を各教員にフィードバックしてきたが、それを受けての各教員の授業改善策等は

明らかにされていなかった。そこで、担当教員が学生による授業評価評価アンケート

の結果を正しく認識しているのか等を把握するため、2013 年度より下記の項目につい

て担当教員に尋ねることとした。これによって、今後における各担当授業内容の改善

に向けての方向づけを全学的に取り組む方針である。 

 

 

 

 

 

 

 授業評価アンケートの結果に対する所見 

 授業評価アンケート結果を踏まえた今後の取り組み方針 

授業改善に向けての意見聴取 
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 学生の履修および卒業に至る指導については、基礎ゼミおよび専門ゼミ担当教員に

よって前・後期に 1 年次、2 年次それぞれ１回ずつ学生面談を個別に実施し、適切な指

導を実施している。さらに、各教員がオフィスアワーを設定し、随時、学生の相談に

対応できる体制を整えている。 

 

(b)課 題 

 授業担当者間での意思疎通、協力・調整については、未だ一部の授業担当者間での

み実施されているに留まっており、これを更に拡大していくための方法を探っていく

必要がある。 

また、FD 活動については上記の授業改善に向けての意見聴取を足掛かりに、更に推

進していくことが必要である。 

 

(2)本学事務職員による学習成果獲得に向けての責任 

 

(a)現 状 

 本学の事務職員は、成績表、履修届等の整理・分類・保管管理を通して学習成果を認

識していると同時に、入学後のオリエンテーション時には履修の仕方、事務手続きな

どの説明を行っており、学習成果に貢献している。また、卒業までに必要な単位数等

の事務的な書類の作成によって、間接的ではあるものの、学生に対する履修および卒

業に至る支援を行っている。 

 

(b)課 題 

 本学では、SD 活動が研修会参加のみとなっていることから、早急に事務運営委員会

が中心となった具体的な企画・推進を行っていくと共に、諸規程類を整備し、事務職

員間の連携、情報の共有化等の強化を図る必要がある。 

 

(3)図書館 

 

(a)現 状 

 本学の図書館は、本館図書館（隣接高等学校内に設置し、主に高校生向け蔵書を備

えている）と分館図書館（本学 3 階図書館で、短大生向けの蔵書を備えている）のコ

ラボレーションを図った共有図書館としている。 

共有図書館の占有床面積は、本館・分館を合わせて 297.4 ㎡、座席数 45 席(内分館

は図書館専有延床面積 64 ㎡、座席数 13 席)となっている。 

2010 年 2 月に本館図書館は、書籍分類毎に 2か所に分割配置変更し、図書館の移動

とともに学生・生徒の図書館の利便性を図っている。 

本館図書館は、開架式で図書、文献資料を検索するためのパソコン端末機が装備さ

れ、さらに、DVD・CD が視聴可能なコーナーを設けている。 

分館図書館も本館同様に開架式で、主として交通・観光に関する専門の図書、一般

にカテゴリー別に区分している。また、寄贈図書は、1996 年 11 月に故土田武雄氏（豊
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島学院高等学校初代校長山下谷次の姻戚者）から遺贈された蔵書 4,000 冊（一般・教養図

書）と、2002 年に故村木啓介氏（元国鉄職員）から遺贈された蔵書約 2,000 冊（交通関係

専門図書・資料）があり、各 「々土田文庫」、「村木文庫」として館内で一括管理している。 

本学は、交通の技術・経済・法規に加えて観光・旅行・流通などの専門的な講義科目

を配していることから、蔵書については、これら専門分野を中心に備え、整備してき

たところである。 

本館図書館と分館図書館の総蔵書数は下表の通りである。 

 

（図表Ⅱ－３ ) 図書館等蔵書数一覧     2014 年 3 月末日現在 

区分 和書 洋書 学術雑誌 AV 資料 

冊（種） 35,706 341 30(種) 170 

  

また、分館図書館の利用状況は、下表の通りである。 

 

     （図表Ⅱ－４）     年度別分館図書館利用状況 

 学生総数 開館日数 来館者数 貸出利用者数 貸出冊数 

2009 年度 217 100 412 15 15 

2010 年度 209 193 1,807 144 230 

2011 年度 208 199 2,743 375 520 

2012 年度 205 209 3,538 620 886 

2013 年度 204 205 3,001 386 574 

 

2011 年度からは、「蔵書管理・図書検索システム」の導入によって、蔵書管理および

図書検索の効率化が図れている。また、図書の貸出も学生証のバーコード処理による

システム化が実施されている。 

 

(b)課 題 

 短期大学の図書館は、学内外への情報発信、他の図書館等との連携等が求められて

いるが、本学の取り組みとして実行可能なこと、不可能なことを整理した上で、研究・

図書委員会を中心に検討していく必要がある。 

 蔵書数については、毎年一定数の図書購入を行っているが、交通・観光関連の専門

書数が不足している点が挙げられ、更に、和書数に比べて洋書数が相対的に少ないこ

とや学術雑誌の購入数の増加についても検討を要する。 

 

(4)ＩＴ環境・その他機器環境 

 

(a)現 状 

学内無線 LAN については、1 階～3 階にそれぞれルーターが設置されており、教職

員相互の情報共有のみならず、教職員と学生相互間（学生個々人に本学用メールアド

レスの付与）の情報交換を行っている。また、学内のノート PC は授業（コンピュータ

実習）利用の他、随時学生に貸与することによって就職支援としての企業の Web サイ
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ト閲覧、卒業論文、レポート作成等々で頻繁に利用されている。 

 

(b)課 題 

特になし 

 

 

2.7 学科・専攻課程の学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行ってい 

る 

 

(a)現 状 

本学では、学科の学習成果の達成に向けて、学習の動機付けに焦点を合わせた学習

の方法や科目の選択のためのガイダンスを前期・後期の年 2 回行っている。特に 1 年

生に対しては、入学直後にオリエンテーションを実施し、学生要覧をもとに履修登録

や大学生活全般に関する説明を行っている。また、1 年生の必修科目である「基礎ゼ

ミ」内でも学生への指導をきめ細かく行っている。 

進級および卒業に関して、前期が終わった時点で各学生に履修・成績表を配布し、

取得単位数と成績情報を学生に提供している。取得単位数が少ない学生に対しては、

後期に行われる学生面談等で個別指導を行っている。 

 基礎学力が不足している学生に対しては、入学前教育として日本語検定の受験を前

提とした基礎教育を 2012 年度より実施している。入学後も、引き続き学習を続け、6

月と 11 月に本学を準会場として日本語検定を受験する事が可能となっている。 

その他、基礎学力の底上げのため、「基礎ゼミ」を学力別にクラス分けし、「社会人

基礎力」の強化を行っている。社会人基礎力は経済産業省が提唱する社会で求められ

る能力のことで、傾聴力や柔軟性、創造性など 12 項目が挙げられているが、「基礎ゼ

ミ」ではディスカッションや自由研究論文の作成、ビブリオバトルなどを通して、こ

れらの能力の獲得を目指している。 

  

（社会人基礎力一覧） 

能力 能力要素 

前に踏み出す力 

（アクション） 

主体性 

働きかけ力 

実行力 

考え抜く力 

（シンキング） 

課題発見力 

計画力 

創造力 

チームで働く力 

（チームワーク） 

発信力 

傾聴力 

柔軟性 

状況把握力 

規律性 

ストレスコントロール力 

 本学では、学生支援の一環として、学習上の悩みなどの相談に乗るために各年次そ

れぞれ年 1 回の学生面談を行っている。学生面談は「基礎ゼミ」と「専門ゼミ」の教

員が中心となって、1 対 1で学生の声に耳を傾けている。 
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(b)課 題 

 科目によってシラバスの内容・情報量に偏りがあるため、学生に十分な情報提供が

出来ていない面もあるので改善が必要である。 

 

 

2.8 学科・専攻課程の学習成果の獲得に向けて生活支援を組織的に行ってい

る 

 

(a)現 状 

 学生の生活支援のため、本学では「基礎ゼミ」と「専門ゼミ」を必修化し、各クラス

に教員を配置して担任制の役割を果たしている。1 年生には「基礎ゼミ」を配置し、2

年生向けには「専門ゼミ」を配置している。学習の支援や就職、進学のアドバイスな

ど、きめ細かい指導を行っている。 

また、事務局においては履修登録や奨学金など学生生活に関する情報提供を行って

いる他、学生生活の心得を記載した『学生生活 GUIDE～知っておきたいリスク回避～』

を毎年学生に配布し、2 年間の学生生活を送る上での支援を行っている。 

さらに、年に 1 回行われる学生面談では学生のニーズを汲み取っている。健康管理

に関しては、怪我などの応急措置や健康診断は隣接する豊島学院高等学校の保健室で

行っている。また、メンタル面での支援を行うために、カウンセリングルーム（Cau）

を設置し対応している。 

 学生の課外活動を支援するために学内にクラブ棟を設け、各部活動の活動場所を提

供している。そして、活動補助費を部員数、活動実績に応じて支給している。現在、9

部活が活動を行っている。また、毎年 9 月に行われる東交祭は、学生主体で行われる

学園祭で、大学側は補助金を支給し学生活動を支援している。 

 宿舎が必要な学生に対しては、不動産業者（中央商事）を紹介している他、学生会

館のパンフレットを希望者に配布している。また、自転車で通学する学生に対しては、

学内に駐輪場を設置し対応している。 

 本学では、社会人学生を支援する体制が整えられていないため、長期履修制度につ

いても同様に整えられていない。また、障がい者を受け入れる施設が整備されていな

いため、障がい者への支援体制も整えられているとは言えないのが現状である。 

 

(b)課 題 

 本学はキャンパスが狭いため、学生食堂や売店はなく、またクラブ活動の場所も制

限されている。また、自転車で通学する学生は少ないものの、駐輪場のスペースが小

さいという問題がある。さらに、本学の講義時間帯を考慮すると、食事を提供するよ

うな施設が必要であると言える。 

 奨学金制度に関しては、規模が小さく学生を支援する体制が整っているとは言えな

い。特に近年の社会情勢を考慮すると、手厚い学生支援が必要である。 
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2.9 進路支援を行っている 

 

(a)現  状 

 本学では、就職支援のために、進路委員会を組織して対応にあたっている。就職率

が低下している現状に対して、本学では主に、進路委員会がその対応にあたっている

が、学生の全体数に対して、スタッフが不足しているのが実情であった。そこで、

2013年度にキャリア担当教員が1名採用された。また、2011年度には、就職支援室の

整備を行い、キャリア支援室に加え、キャリア支援ミーティング・閲覧室を増設し、

学生の就職の支援にあたっている。 

就職のための資格取得、就職試験対策等の支援に関しては、進路委員会とカリキュ

ラム委員会が連携をとりながら、主にキャリア支援科目群を中心として、学生への支

援を行っている。また、2013年度には、キャリア担当教員が、就職指導の強化の観点

から、就職対策のガイドブックを作成した。 

卒業時の就職状況に関しては、2年次の学生面談時の「就職アンケート」の実施、

証明書等の一覧表を作成することによって把握し、その結果を学生の就職支援に活用

している。 

 

(b)課 題 

2013年度に、キャリア担当教員が1名採用されて、スタッフ不足の実情がやや改善

されたが、今後は交通産業を中心とした企業への就職率を上げるための諸対策が求め

られる。 

 

 

2.10  アドミッション・ポリシーを受験生に対して明確に示している 

 

(a)現  状 

本学のアドミッション・ポリシーは、2013年度、教授会の審議を経て確定され、本

学のWebサイトに掲載されている。受験の問い合わせなどに対しては、事務局が窓口

となり対応を行っているが、必要に応じて、入試委員長等が対応している。 

 広報活動に関しては、広報委員会が主に対応にあたっており、毎年数回の委員会を

開催することにより、定期的に広報内容の見直しを図っている。 

 入試に関しては、AO、推薦、一般・社会人などの多様な選抜方法を公正かつ正確に

実施している。 

 入学予定者に対しては、近年まではAO入試合格者を対象として読書感想文の提出等

の課題を課す等、入学前教育を実施していたが、その後の見直しの結果、2013年度よ

り日本語検定対応の課題を全入学者に課することになった。 

 

(b)課 題 

本学のアドミッション・ポリシーは、2013年度、教授会の審議を経て確定され、本

学のWebサイトに掲載されているが、受験者に対して明確に示すためには、ガイドブ
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ック・学生要覧への記載のみならず、オープンキャンパス・体験入学会等で説明する

必要がある。 

また、入学前教育に関して、2013年度より、日本語検定対応の課題を課すことにし

たが、「実務基礎能力論」他の数学の要素を含んだ科目の担当者から、数学の能力が

低い学生が多いことが指摘されていることから、この点についての改善策が必要であ

る。 

 

 

2.11 以上の基準以外に教育課程と学生支援について努力している事項 

 

学生支援の観点から、1，2年次とも年に各1回、取得単位の状況、履修科目に対す

る興味等の学業面や今後の進路等々に関する学生面談を実施している。教員と学生間

の緊密なコミュニケーションをはかることを主な目的とした「オフィスアワー」（教

員が毎週の実施日をWebサイトに記載し、一定の時間に研究室にて行われる）制度を

実施している。 
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【３．教育資源と財的資源】 

 

3.1 学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて教員組織を整備し 

ている 

 

(a)現  状 

本学は以下のような教員組織が編成されている。 

 

（図表Ⅲ－１） 専任教員数        

                           (2013 年 12 月 1 日現在) 

学科・専攻名 

（専攻科を含

む） 

専任教員数（人） 

設置基準で 

定める教員数 

（人） 

助手 〔ハ〕 備考 

教

 

授

 

准

教

授

 

講

師
 

助

教

 

計

 

〔イ〕 〔ロ〕 

運輸科 5 1 0 4 10 7 － 0 0 社会学関係 

（小計） 5 1 0 4 10 7 － 0 0  

〔ロ〕 － － － － － － 3 0 0  

（合計） 5 1 0 4 10 7 3 0 0  

注） 

〔イ〕短期大学設置基準第22条別表第1のイに定める学科の種類に応じて定める教員数 

    本学は社会学関係に該当するので7名となる。 

〔ロ〕短期大学設置基準第22条別表第1のロに定める短期大学全体の入学定員に応じて定める人数 

    本学は入学定員が80名であるため3名となる。 

〔ハ〕助手以外の者で短期大学全体もしくは学科等の教育研究活動に直接従事する教職員（事 

      務職員を除く） 

     本学は該当なし。 

 

 専任教員の職位は、学位、教育実績、研究業績、実務経験等に基づいている。 

 本学の教育課程は原則として、1 年次で基礎科目、2 年次で専門科目を履修する形で

編成されている。これを実施するにあたり、専任教員と非常勤教員（兼任・兼担）を以

下のように配置している。 
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（図表Ⅲ－２） 専任教員と非常勤教員の配置   (2013 年 12 月 1 日現在) 

科 目 の 

種 別 

授 業 科 目 名 

配

置 

学

年 

授業 

形態 

単位 教員配置 

備考 

系

列 

分

野 

必修 選択 専任 

非常

勤 

基

 

礎

 

科

 

目

 

人

 

文

 

系

 

哲学 A 1 年 講義  2  ○  

哲学 B 1 年 講義  2  ○  

歴史学 A 1 年 講義  2   休講 

歴史学 B 1 年 講義  2   休講 

文学 A 1 年 講義  2  ○  

文学 B 1 年 講義  2  ○  

心理学 A 1 年 講義  2  ○  

心理学 B 1 年 講義  2  ○  

社

 

会

 

系

 

経済学 A 1 年 講義  2  ○  

経済学 B 1 年 講義  2  ○  

経営学 A 1 年 講義  2  ○  

経営学 B 1 年 講義  2  ○  

法学 A 1 年 講義  2 ○   

法学 B 1 年 講義  2 ○   

自

 

然

 

系

 

環境科学概論 A 1 年 講義  2  ○  

環境科学概論 B 1 年 講義  2  ○  

自然科学概論 A 1 年 講義  2  ○  

自然科学概論 B 1 年 講義  2  ○  

統計学 A 1 年 講義  2 ○   

統計学 B 1 年 講義  2 ○   

外

 

国

 

語

 

英語 1 年 講義  2  ○  

中国語 A 1 年 講義  1  ○  

中国語 B 1 年 講義  1  ○  

キ

ャ

リ

ア

支

援

 

基礎ゼミⅠ 1 年 演習 4  ○   

基礎ゼミⅡ 1 年 演習 4  ○   

基礎ゼミⅢ 1 年 演習 4  ○   

基礎ゼミⅣ 1 年 演習 4  ○   

基礎ゼミⅤ 1 年 演習 4  ○   
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科 目 の 

種 別 

授 業 科 目 名 

配

置 

学

年 

授業 

形態 

単位 教員配置 

備考 

系

列 

分

野 

必修 選択 専任 

非常

勤 

キャリア形成論Ⅰ 1 年 講義  2 ○   

キャリア形成論Ⅱ 1 年 講義  4 ○   

キャリアデザイン 1 年 講義  2 ○   

キャリア支援論Ⅰ 1 年 講義  4 ○   

キャリア支援論Ⅱ 2 年 講義  2 ○   

キャリア情報論 2 年 講義  2 ○   

コミュニケーション論 A 1 年 講義  2  ○  

コミュニケーション論 B 1 年 講義  2  ○  

実務基礎能力論Ⅰ 1 年 講義 4  ○   

実務基礎能力論Ⅱ 1 年 講義 4  ○   

実務基礎能力論Ⅲ 1 年 講義 4  ○   

政治経済学 1 年 講義  2 ○   

現代社会論 1 年 講義  2 ○   

保

 

健

 

体

 

育

 

保健体育理論 A 1 年 講義  1  ○  

保健体育理論 B 1 年 講義  1  ○  

体育実技 A 1 年 実習  1  ○  

体育実技 B 1 年 実習  1  ○  

教

養

科

目 

特別教養講座 A 1 年 講義  2 ○   

特別教養講座 B 1 年 講義  2 ○   

専

 

門

 

科

 

目

 

交

 

通

 

シ

 

ス

 

テ

 

ム

 

交通概論 A 1 年 講義  2 ○   

交通概論 B 1 年 講義  2 ○   

鉄道システム論 1 年 講義  2  ○  

鉄道運転論 2 年 講義  2  ○  

交通経済学 2 年 講義  2  ○  

交通関係法規 2 年 講義  2 ○   

交通技術論 A 2 年 講義  2  ○  

交通技術論 B 2 年 講義  2  ○  

航空論 2 年 講義  2  ○  

 観光学概論 A 1 年 講義  2  ○  
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科 目 の 

種 別 

授 業 科 目 名 

配

置 

学

年 

授業 

形態 

単位 教員配置 

備考 

系

列 

分

野 

必修 選択 専任 

非常

勤 

 

 

 

 

 

 

 

 

交

通

産

業

・

観

光 

 

観光学概論 B 1 年 講義  2 ○   

観光関係法規 1 年 講義  4  ○  

旅行実務論 1 年 講義  2 ○   

観光プランニング実践 1 年 講義  2 ○   

学外実習 1 年 実習  2 ○   

観光地理 1 年 講義  2  ○  

自動車交通論 2 年 講義  2  ○  

物的流通論 2 年 講義  2  ○  

鉄道経済論 2 年 講義  2  ○  

交通環境論 2 年 講義  2 ○   

交通需要論 2 年 講義  2 ○   

観光事業論 2 年 講義  2   休講 

交通マーケティング論 2 年 講義  2  ○  

交通事業論 2 年 講義  2  ○  

ホスピタリティ論 2 年 講義  2  ○  

交通英語 2 年 講義  2  ○  

経

 

済

 

・

 

経

 

営

 

企業分析論 1 年 講義  2 ○   

情報システム論 1 年 講義  2 ○   

コンピュータ基礎 1 年 講義  2 ○   

企業倫理 2 年 講義  2  ○  

経営管理論 2 年 講義  2  ○  

経営法学 2 年 講義  2 ○   

簿記論 2 年 講義  2 ○   

交通会計論 2 年 講義  2 ○   

交通史 2 年 講義  2 ○   

経済学史 2 年 講義  2 ○   

金融論 2 年 講義  2 ○   

国際金融論 2 年 講義  2 ○   
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科 目 の 

種 別 

授 業 科 目 名 

配

置 

学

年 

授業 

形態 

単位 教員配置 

備考 

系

列 

分

野 

必修 選択 専任 

非常

勤 

コンピュータ実習Ⅰ 2 年 実習 2  ○   

コンピュータ実習Ⅱ 2 年 実習 2  ○   

コンピュータ実習Ⅲ 2 年 実習 2   ○  

コンピュータ実習Ⅳ 2 年 実習 2   ○  

専

 

門

 

ゼ

 

ミ

 

都市・地域交通論ゼミ 2 年 演習 4  ○   

交通論ゼミ 2 年 演習 4   ○  

交通経営論ゼミ 2 年 演習 4   ○  

交通判例分析ゼミ 2 年 演習 4  ○   

社会政策研究ゼミ 2 年 演習 4   ○  

交通情報論ゼミ 2 年 演習 4  ○   

交通会計論ゼミ 2 年 演習 4  ○   

経済政策論ゼミ 2 年 演習 4  ○   

 

上記のように、非常勤教員については必要に応じて委嘱しているが、補助教員は配

置していない。 

また、教員採用については、人事委員会において教育実績、研究業績等を審査し、

教授会の同意を経て理事会に提案し、その決議をもって決定している。また、昇任に

ついても、人事委員会において教員任命等規程により審査し、教授会の同意を経て理

事会に提案し、その決議をもって決定している。 

 

(b)課  題 

 本学は必修である「基礎ゼミ」についてはすべて専任教員を配置しているが、「専

門ゼミ」については専任教員と非常勤講師が担当している。短期大学設置基準第 20

条の 2 には「短期大学は、教育上主要と認める授業科目については原則として専任の

教授、准教授、講師又は助教に担当させるものとする」とある。現状のままでよいの

かを検討し、必要であれば専門ゼミに占める専任教員の比率を高める必要がある。 
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3.2 専任教員は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて教育 

研究活動を行っている。 

 

 (a)現 状 

 本学では、専任教員全員が、概ね継続的に研究活動を行っている。その研究成果は、

『東京交通短期大学研究紀要』（以下『研究紀要』とする）を中心として、所属学会や

各種団体等で公表されており、各人の専門領域における研究成果をあげると同時に、

運輸科という本学の教育課程編成に対応した業績をあげている。 

 『研究紀要』は前身である『交通論叢』（不定期）を経て、2002 年度より、「東京交

通学会」の機関誌として年 1度の頻度で発行している。『研究紀要』の執筆陣は、交通・

運輸・観光などに関する各研究者の研究成果をまとめ広く知識を共有するため、前職

者を含む本学専任教員、非常勤講師、特別教養講座講師等で構成されている。とりわ

け、2012 年度については、本学 60 周年記念特別号として幅広い執筆者からの論文を

集めて刊行した。 

 また、『研究紀要』の目次および概要は本学 Web サイト上に掲載されるとともに、問

い合わせがあれば、各論文のコピーを郵送する体制が整えられている。同時に、各専

任教員の研究成果についても、本学 Web サイトの「教員紹介」に公開されている。 

 研究費については、科学研究費補助金は申請しておらず、外部からの研究資金の調

達もしていない。多くの教員が、大学による研究費のみで研究活動を行っている。 

 専任教員に対しては週 1 日の研究日が、事務業務との兼務者は 2 週に 1 日の研究日

が与えられており、一定の研究時間は確保されている。 

 本学では、専任教員の研究スペースとして 2 つの研究室が用意されている。また、

研究室には電話、机、椅子、書棚、インターネットに常時接続が可能なパソコンやプ

リンタ等が設置されている。 

 専任教員は、学習成果の向上のため、関係部署と連携して活動を行っている。各種

委員会、事務局等と情報を共有し、円滑な研究教育活動に努めている。 

 

 (b)課 題 

 教育研究活動に関連する規程の整備が不十分である。とりわけ、学会への発表・参

加など国外での研究活動に関する規程が全く用意されておらず、策定する必要がある。 

また、2 つの共同研究室があるものの、個人研究室が未整備であることも課題である。 

 FD 活動については、2013 年度から活動を開始した FD・SD 委員会を通じて、FD 活動

の実施、具体的には授業評価アンケートの有効活用が必要である。 

 

 

3.3 学習成果を向上させるための事務組織を整備している 

 

(a)現 状 

 事務関連業務は、事務スタッフが少人数であるため、職員とともに教員も業務に携

わり、連携を図り業務にあたっている。 
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2012年度までは、各教職員の責任分担を明確にするため、各種の「オフィサー」

（アドミニストレーションオフィサー、アカウントオフィサー、ステューデントオフ

ィサー、キャリアデベロップメントオフィサー、ファシリティオフィサー）を設け

た。しかし、このようなオフィサー制度がなくても、各種委員会制度を中心に各教職

員の役割分担が機能しているので、2013年度は各種の「オフィサー」は設けなかっ

た。 

専門的職能開発については、下記のような公的研修会への積極的参加を含め、担当

業務関連の団体が主催する研修会へ参加し、ブラッシュアップを図っている。 

 

  日本私立短期大学協会主催 奨学金研修会 

  日本私立学校振興・共済事業団主催 経常費補助金研修会（経験者・入門者） 

  私立退職金財団主催 業務説明会 

 

 事務関係規程については、下記の学校法人豊昭学園の規程に準拠し運用している。 

 

  学校法人豊昭学園 組織規程      学校法人豊昭学園 文書保存規程 

  学校法人豊昭学園 公印取扱規程    学校法人豊昭学園 稟議規程 

  学校法人豊昭学園 文書取扱規程    学校法人豊昭学園 経理規程 

   

事務業務専用執務室として「事務局」を設置し、専用の情報機器、備品を整備、逐

次更新している。 

また防災対策については、日常の開施錠管理の徹底とともに、本学園で制定してい

る「防災管理計画」、「自衛消防組織」、「防災非難訓練実施要綱」に基づき、学生

要覧や『学生生活GUIDE～知っておきたいリスク回避～』等への避難場所の掲載、直

近の防災対策上重要な東海地震への対処・対応についても学生要覧にて周知徹底して

いる。さらに、後期ガイダンス時には学年毎、教室において避難経路の確認、周知徹

底ならびに地震発生時（緊急地震速報鳴動時）の身体保護対処法について実践を重ね

ている。さらに、緊急警報放送受信機を新設して、即時に館内一斉放送が可能な体制

が整えられたところである。 

事務管理における情報セキュリティ対策については、「個人情報保護規程」に基づ

き個人情報管理の徹底を図るとともに、パソコン内にウィルス対策ソフトを常時起動

できるよう適切に更新・継続加入し、情報流出の防止ならびにパソコン管理等に対し

て適切に対処している。 

 

(b)課 題 

SD活動については、必要に応じ外部研修を施行しているが、学内研修として何が必

要かを検討する必要がある。 

事務局においては業務分担が慣例的で責任者が明確でない点もあるので、改善が必

要である。また、長年勤務した職員が2013年度で定年退職するため、2014年度に新任

職員を採用する予定であるが、新人教育についても課題である。 
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さらに、事務関係規程については、学園全体における規程は整備されているもの

の、本学独自で策定すべき規程が未整備である。 

 

 

3.4  人事管理が適切に行われている 

 

(a)現 状 

教職員の就業に関する規程については、設立当初来の夜間講義から午後を中心とし

た講義時間へとシフトし、それに伴い、労働時間の変更、教職員の異なる就業形態に

対応する個別規程への要請、その他時宜に適う規程制定への要請があり、2000 年 3 月

に「学校法人豊昭学園 東京交通短期大学就業規則」を整備した。 

 上記「就業規則」を整備する中で、教職員には閲覧可能な状態にしている。 

 勤務については、学長・副学長が指導し、前月期に当該月勤務予定表として確認し、

事務局内に掲示している。出勤日に当たっては事務局内の名札の明示および押印をさ

せている。遅刻・早退・出張等については教職員に届出を義務づけている。講義の休

講等についての届出とその事後処理の方法についても当該教員に報告を義務づけてい

る。その場合の学生への連絡も事務局において対応している。休職者については、本

人からの申請により「就業規則」の第 16 条～20 条の規定（傷病理由の場合、主治医面

談・診断書提出・休職願い・期間の認定・休職中の賃金計算・復職願い・復帰プログラ

ム等）に則り、対処している。また、事務局で日直当番制を執って、「学務日誌」に 1

日の動態を記録している。 

 

(b)課 題 

 本学の人事管理は就業規則に基づき適切に管理されているが、業務の責任者を明確

にすることが必要である。 

 

 

3.5  学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて校地、校舎、施設 

設備、その他の物的資源を整備、活用している 

 

(a)現  状 

本学園は全日制高校 2 校と本短期大学の計 3 校設置している。本学は第二部の短大

である。「学校基本調査」に報告しているように、校地面積は 4,005 ㎡、校舎面積は

1,129 ㎡を有している。また、1,997 ㎡の広さを持つ屋外運動場がある。また、校舎内

設備は階段手摺り、1 階トイレ内に障がい者用手摺り、女子トイレ内に障がい者用トイ

レを設置している。 

短期大学の講義を主として実施している校舎(6 号館)には、大教室 3 室(99～120 名

収容)、中教室 1室（28 名収容）、小教室 1 室（18 名収容）を設置している。 

各大教室には、パソコン・DVD・書画カメラ、中・小教室には液晶テレビを設置し、

AV 機器（VHS・DVD）の整備・充実を図っている。また、キャリア支援コーナーには、
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卒業論文や就職活動支援用としての学生用パソコンおよびプリンタを設置している。 

 図書館の広さは高校本館・短大分館を合わせると 297.4 ㎡を有する。蔵書数も両館

で 36,047 冊（2013 年度末）保有し、学術雑誌数は 30 種類保有する。購入システムや

廃棄システムについては研究・図書委員会による整備と教授会への報告・承認とで確

立している。講座対応参考図書、関連図書を各教員の要望を取りながら研究・図書委

員会が逐一整備している。 

 体育館は 1,166 ㎡（高等学校と共用）の面積を有する。 

 

(b)課  題 

施設面において重度障がい者のための対応ができていない。将来的な校舎改築の中

で解決する必要がある。 

 

 

3.6 施設設備の維持管理を適切に行っている 

 

(a)現  状 

本学園には固定資産管理規程、消耗品および貯蔵品管理規程、財務諸規程に対応す

るものとして「固定資産および物品管理規程」、「経理規程」を整備している。 

上記規程に従い、物品については購入から廃棄まで、施設設備に関しては設置から

維持まで担当者を置き管理している。 

 本学園は火災・地震等への対策を「消防（防災）計画」として整備している。内容と

しては設備面と人的配置である。警報装置の定期点検については毎年同時期に実施し、

また、防災備品の備蓄を 2012 年度末までに実施した。避難訓練については学生に対し

て後期ガイダンス内にて定期的に実施している。また、本学 6 号館の耐震診断は、2009

年 8 月に実施し、文部科学省の耐震強化補助基準に抵触していない。防犯対策として

は、開校から閉校まで守衛を 3 人交代制で置き、閉校時には、警備会社「セコム」と

提携し、コンピュータシステム機械警備を導入し不審者等の侵入に対応している。防

犯対策訓練については今まで実施されていないのが現状である。 

情報セキュリティ対策については、前述のとおり「個人情報保護規程」に基づき、

事務局において個人情報管理を図るとともに、ウィルス対策ソフトの導入等によっ

て、情報流出の防止の徹底を図っている。 

 省エネ対策としては教職員のクールビズを奨励している。省資源対策としては、紙

の再利用、ゴミの分別の徹底に取り組んでいる。 

 

(b)課  題 

 防災訓練等については学生同様、教職員の防災意識の確認や向上のための定期行事

化を計画することが必要である。また、本学独自の組織図と行動規程に基づいたマニ

ュアル作成が必要である。 

情報セキュリティ対策は悪質巧妙なウィルスの「進化」への対応を速やかに実施し

なければならないので随時、体制を整えていく必要がある。 
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3.7  短期大学は、学科・専攻課程の教育課程編成・実施の方針に基づいて学習 

成果を獲得させるために技術的資源を整備している 

 

(a)現  状 

授業用の機器・備品については、大教室（3 室：座席定員 120 名 1 室、99 名 2 室）

にプロジェクタ機能を備え、ビデオ（DVD・VHS）、書画カメラ、パソコンを設置してい

る。また、中教室（1 室：定員 28 名）および小教室（1 室：定員 18 名）については、

テレビとビデオ（DVD・VHS）を設置している。また、映像資料を使う授業があるので、

授業に支障が出ないよう、プロジェクタの交換を行った。 

この他の技術的資源の活用等に関する説明については、以下のように、学生に関係

するものと教職員に関係するものとを分けて説明する。 

学生に対しては、コンピュータ関連の授業（「情報システム論」・「コンピュータ基

礎」・「コンピュータ実習」）において、情報技術の向上に関するトレーニングが行わ

れている。 

また、無線 LAN ルーターを校内 5 か所（301 教室、201 教室、202 教室、1 階応接室

内、3 階図書閲覧室内）に設置しており、学生用パソコンとインターネットに接続可能

な環境を提供している。また、この環境を活用して「情報検定（J 検）」の団体受験な

どを行っている。この他、2 階のキャリア支援コーナーには 2 台のパソコンが設置さ

れており、学園全体で構築している学内 LAN 配線を通してインターネットが利用でき

るようになっている。 

また、一部のコンピュータ関連の授業では、「Google Apps」の共有ドライブを利用

して、レポートを提出させている。 

さらに、全学生にメールアドレスを付与し、一部の基礎ゼミではメーリングリスト

を使用した情報伝達を行っている。 

本学は、マルチメディア教室や CALL 教室等は整備されていないが、無線 LAN ルータ

ーやパソコン用のコンセントを用意したコンピュータ教室（202 教室）を整備し、これ

を前述したようなコンピュータ関連の授業等で活用している。 

これまで、実習用および学生への貸出し用のノートパソコンを 35 台確保していた

が、これを 2013 年度中に 45 台に増設した。2014 年度以降は、数台～10 台程度を更新

予定であり、計画的に維持・整備を行っている。 

 一方、教職員に対しては、IT 委員会のメンバーが、必要に応じて情報技術の向上に

関する説明を行っている。 

 また、教職員が使用しているパソコンについては、IT 委員会が整備状況を確認し、

更新の必要性があるものを購入している。 

 上記以外の技術的資源として、電車の模擬運転等を体験できる運転シミュレータ館

がある。オープンキャンパスや体験入学会、「鉄道運転論」履修者の希望者に体験実習

用として利用している。 

 

(b) 課  題 

本学の技術的資源は、学生に関係するものについては、計画的に整備や更新がなさ
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れているといえるが、教職員に関係するものについては計画的に整備や更新がなされ

ているとはいえない。教職員用のパソコン（とくに教員用のノートパソコン）につい

ては、一部が頻繁に故障したり、バッテリーの寿命から持ち運びができなかったりす

るなど、授業に活用する際に支障が生じている。また、パソコン以外のプリンタやソ

フトウェアなどについても、パソコン同様、計画的な整備がなされているとは言い難

い。よって、教職員が使用するものも含めた技術的資源の整備・更新計画を立てて実

行する必要がある。 

 さらに、運転シミュレータ館については、教育に使用可能な技術的資源であるが、

現状では前述の通り「鉄道運転論」履修者の内、希望者に対して利用させているが、

正規授業ではこれを使用した授業はない。よって、今後は授業で運転シミュレータ館

を活用するよう、施設運営（運用）可能な教員の採用・配置ならびに科目設置を考え

る必要がある。 

 

 

3.8 財的資源を適切に管理している 

 

(a)現  状 

収入・支出ともに安定的に均衡しており、法人全体・短大部門別ともに、各年度で

収入超過となっている。 

 〔添付資料１〕に過去 3年間(2010 年度～2012 年度)の資金・消費収支計算書の概要

を載せている。2011 年度の短大部門で当年度消費収入超過額がやや減少したが、これ

は 2011 年度に短大校舎空調改修工事を実施し、施設設備関係支出が増加したためであ

る。 

 一方、法人全体で 2011 年度は資産が増加し、負債が減少した結果、翌年度繰越消費

収入は 1 億 4,807 万円の収入超過となり、健全に推移している。 

〔添付資料２〕に 2012 年度末の貸借対照表概要(2013 年 3 月 31 日現在学校法人)を

載せている。2012 年度は、資産が 1億 8,527 万円増え、負債が 5,119 万円減った。 

2013 年 5 月 1 日現在、法人全体の学生・生徒数は 2,133 名である。うち本学の学生

数は 205 名で全体の 9.6％であり、2012 年度帰属収入に本学が占める割合は 7.7％で

ある。学校の主な支出は人件費である。本学の場合は学校規模の関係から、本学とし

て負担しなければならない法人系列の短大関係人件費やその他法人部門支出がある

（これらを「法人運営費用」という）。従って、前述の通り収入超過があるものの、こ

のことを認識して財務運営・計画にあたらなければならない。 

学園全体としての 2012 年度末の正味財産は 101 億 9,200 万円、運用財産は 59 億

3,000 万円ある。消費支出は消費収入以下に抑えられており、将来的な校舎改築の展望

も可能である。 

本学については、2012 年度期末要支給額 2,609.9 万円を基にして、私立大学退職金

財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した金額の

100％を計上している。 

 資産運用については、学校法人豊昭学園資金運用規程に基づき適正運用している。 
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短大教育研究経費は最近 3カ年の推移を帰属収入に対する比率で見ると  

   2010 年度 17.2% 

2011 年度 15.3% 

2012 年度 16.9% 

と推移している。 

教育研究用の施設設備および学習資源（図書等）等の資金配分については、本学の

単年度予算について収入総額が 1 億数千万円台を念頭において立案している。前者の

施設設備について言えば過去 3 年間で以下のような支出をしている。 

   2012 年度 LED 照明工事 380 万円、雨漏り防水工事 294 万円、教員室・応接室内

装工事 47.5 万円、パソコン他 81.5 万円、プロジェクタ 38 万円 

   2011 年度 短大空調改修工事 2,330 万円、地デジ化工事（短大分）15 万円、 

短大駐輪場増設工事・柵設置工事 63 万円  

   2010 年度 短大校舎改修工事 668 万円、短大生用パソコン 129 万円 

図書支出について言えば、50 万円の予算を組み、予算と同額の 50 万円を支出して

いる。 

定員充足率については過去 3年間で 

   2011 年度 130％ 

2012 年度 128％ 

2013 年度 119％ 

で直近 3 年間はいずれも定員充足率は 100％を超えている。 

収容定員充足率は上記記載の通りであるが、学生数は 

   2011 年度＋48 名 

2012 年度＋45 名 

2013 年度＋45 名 

と、毎年定員以上の学生を入学させていることで、収入超過となっている側面がある。 

本学の経営状態を日本私立学校振興・共済事業団の「私立学校運営の手引き」の中

にある「経営状態の区分（法人全体）」に従って問答形式で言及すると以下のようにな

る。 

※ 添付資料 2 の次に示した［注意］参照。 

※ 本項目のみ 1 円単位の表記とする。 

 

 

 

●Ｑ１．教育研究活動のキャッシュフローが 2 年連続で赤字である。 

Ａ１．いいえ。13 期連続、黒字である。 

2010 年度 ＋547,057,006 円 

2011 年度 ＋436,607,773 円 

2012 年度 ＋499,964,584 円 

 

          【参考】教育研究活動のキャッシュフロー（CF）計算式 
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学納金収入 十 前受金収入 一 前期末前受金 十 手数料収入 十 一般寄付

金収入＋ 補助金収入(施設除く)＋ 資産運用収入 十 事業収入 十 雑収入 

        － 

人件費支出 十 教研費支出 十 管理経費支出 十 借入金利息支出 

 

●Ｑ４．外部負債を約定年数又は 10 年以内に返済できない。 

Ａ４．いいえ。返済できます。 

2010 年度 767,689,656 円     

2011 年度 538,199,270 円 

2012 年度 427,058,367 円 

  【参考】外部負債 ＝ 借入金 十 学校債 十 未払金 

 

●Ｑ５．修正前受金保有率 100％未満 

Ａ５．いいえ、100％以上です。 

2010 年度 2095％ 

2011 年度 1960％ 

2012 年度 1942％ 

    【参考】修正前受金保有率 ＝ 運用資産 ÷ 前受金 

※ 運用資産とは現金預金、引当特定預金(資産)、有価証券等で短期

的に資金化が可能な部分のみ 

 

●Ｑ６．帰属収支差額が 2年連続で赤字である。 

Ａ６．いいえ。6 期連続、黒字である。 

2010 年度 ＋350,216,222 円 

2011 年度 ＋188,733,666 円   

2012 年度 ＋211,845,559 円 

   【参考】帰属収支差額 ＝ 帰属収入 一 消費支出 

 ※ 資産売却・処分差額を除く 

 

●Ｑ７．黒字幅が 10％未満か。 

Ａ７．いいえ。2012 年度は 11.9％である。 

2010 年度  15.5％ 

2011 年度   8.6％ 

2012 年度 11.9％ 

 

よって、以上の分析結果より判定は下記のようになる。 

◎ 判定 Ａ１（正常状態） 
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 出所：日本私立学校振興・共済事業団 Web サイト「経営支援・情報提供」 

 

(b)課  題 

教育研究経費について言えば 20％に追いついていない。支出を精査して、そのため

の財務計画を立てる必要がある。 

直近 3 カ年の平均で、本学の帰属収入（補助金、資産運用等を入れて）は 1 億 7,108

万円、支出（諸経費）は人件費が 8,860 万円、教育研究経費は 2,820 万円、管理経費

は 1,587 万円で、帰属収支差額は 3,841 万円である。ここから短大関係「法人運営費

用」分（1,600 万円）を差し引いて 2,241 万円となる。3.9 でも触れるが、これを基に

積み立てれば、建替資金 6～7億円程度（2010 年時点での試算）と予想される校舎改築

が十分実現可能と思われる。 
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 (添付資料１) 過去３年間(2010年度～2012年度)資金・消費収支計算書の概要 

 短期大学名   東 京 交 通 短 期 大 学      

                    

 別紙様式１ 過去３ヵ年（2010年度～2012年度）の収支計算書の概要   

                    

【資金収支計算書／資金収入の部】 

           

 

（単位：千円） 

 

  区   分 

2010年度 2011年度 2012年度 

 法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分 

 学生生徒等納付金収入 1,331,036 141,029 1,259,640 145,779  1,310,763 148,046 

 手数料収入 33,225 3,732 38,535 3,742 40,525 3,172 

 寄付金収入 6,662 900 3,836 1,524 3,765 1,386 

 補助金収入 802,829 18,835 764,886 14,088 756,774 11,769 

 資産運用収入 60,331 5,748 59,085 5,574 45,993 4,300 

 資産売却収入 621,865 62,187 795,734 79,573 471,759 47,176 

 事業収入 14,704 22 22,648 0 16,032 0 

 雑収入 17,588 85 39,400 2,509 18,436 370 

 借入金等収入 3,000 0 2,000 0 2,400 0 

 前受金収入 248,235 0 281,737 0 300,649 0 

 その他の収入 103,918 0 114,639 0 157,193 0 

 資金収入調整勘定 △ 287,263 0 △ 283,508 0 △ 298,030 0 

 前年度繰越支払資金 1,381,776 0 1,362,155 0 1,579,192 0 

 収入の部合計 4,337,906 232,538 4,460,787 252,789 4,405,451 216,219 

 

【資金収支計算書／資金支出の部】 

        

（単位：千円） 

 人件費支出 1,388,772 89,452 1,436,075 89,451 1,417,791 86,721 

 教育研究経費支出 177,790 20,827 232,736 18,477 183,151 21,349 

 管理経費支出 110,891 15,065 105,533 13,995 100,461 17,338 

 借入金等利息支出 7,932 238 6,999 210 6,066 182 

 借入金等返済支出 69,460 2,000 69,460 2,000 71,060 2,000 

 施設関係支出 35,238 6,746 37,406 25,047 91,909 2,395 

 設備関係支出 13,961 1,805 12,600 378 19,275 1,541 

 資産運用支出 1,022,754 0 1,000,823 0 822,216 0 

 その他の支出 178,323 0 43,305 0 70,142 0 

 資金支出調整勘定 △ 29,370 0 △ 63,342 0 △ 20,438 0 

 次年度繰越支払資金 1,362,155 0 1,579,192 0 1,643,817 0 

 支出の部合計 4,337,906 136,133 4,460,787 149,558 4,405,450 131,526 
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       （単位：千円） 

 

区   分 

2010年度 2011年度 2012年度 

 法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分 法人全体分 うち短期大学分 

 学生生徒等納付金 1,331,036 141,029 1,259,640 145,779  1,310,763 148,046 

 手数料 33,225 3,732 38,535 3,742 40,525 3,172 

 寄付金 6,662 900 3,836 1,524 3,765 1,386 

 補助金 802,829 18,835 764,886 14,088 756,774 11,769 

 資産運用収入 60,331 5,748 59,085 5,574 45,993 4,300 

 資産売却差額 2,500 250 0 0 0 0 

 事業収入 14,704 22 22,648 0 16,032 0 

 雑収入 17,588 85 39,400 2,509 18,840 774 

 帰属収入合計 2,268,875 170,601 2,188,030 173,216 2,192,692 169,447 

 基本金組入額合計 △ 64,325 △ 975 △ 35,957 △ 16,241 △ 99,566 △ 4,320 

 消費収入の部合計 2,204,550 169,626 2,152,073 156,975 2,093,126 165,127 

 

【消費収支計算書／消費支出の部】 

         

（単位：千円） 

 人件費 1,408,887 89,574 1,443,646 89,528 1,441,088 86,721 

 教育研究経費 377,320 29,391 432,173 26,565 373,704 28,645 

   （うち減価償却費） ( 199,530 ) ( 8,564 ) ( 199,437 ) ( 8,088 ) ( 190,553 ) ( 7,296 ) 

 管理経費 120,826 15,577 115,953 14,412 110,734 17,620 

   （うち減価償却費） ( 9,936 ) ( 512 ) ( 10,419 ) ( 418 ) ( 10,272 ) ( 282 ) 

 借入金等利息 7,932 238 6,999 210 6,066 182 

 資産処分差額 31,314 1,534 18,627 1,151 24,627 368 

 

徴収不能引当金繰入額 

(または徴収不能額) 

1,195 0 526 0 0 0 

 消費支出の部合計 1,947,474 136,314 2,017,924 131,866 1,956,219 133,536 

 

当年度消費収入(支出) 

超過額 

257,076 33,312 134,149 25,109 136,908 31,589 

 

前年度繰越消費収入 

(支出)超過額 

1,637,576 0 1,894,653 0 2,042,723 0 

 基本金取崩額 0 0 13,921 0 0 0 

 

翌年度繰越消費収入 

(支出)超過額 

1,894,652 33,312 2,042,723 25,109 2,179,631 31,589 

 【消費収支計算書／消費収入の部】 



東京交通短期大学  

53  

(添付資料２)  2012年度末の貸借対照表概要(2013年3月31日現在学校法人) 

     

短期大学名 東 京 交 通 短 期 大 学  

     

別紙様式２   2012年度末の貸借対照表 

 

 

    

     

         （2012年度末日現在／単位：千円） 

資産の部       

科   目 2012年度末 2011年度末 増  減 

固定資産 9,628,423 9,493,615 134,808 

  有形固定資産 5,428,738 5,543,007 △ 114,269 

  その他の固定資産 4,199,685 3,950,608 249,077 

流動資産 1,666,615 1,616,147 50,468 

資産の部合計 11,295,038 11,109,762 185,276 

        

負債の部       

  固定負債 542,097 586,464 △ 44,367 

  流動負債 560,078 566,908 △6,830 

負債の部合計 1,102,175 1,153,372 △ 51,197 

     

基本金の部         

基本金合計 8,013,232 7,913,667 99,565 

         

消費収支差額の部       

翌年度繰越消費収入(支出)超過額 2,179,631 2,042,723 136,908 
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3.9 量的な経営判断指標等に基づき実態を把握し、財政上の安定を確保するよう計 

画を策定し、管理している 

 

(a)現  状 

 将来像については、本学の教育理念にあるように、現代社会の要請に対応できる人材の育

成、交通関連分野での実践力を持つ人材の育成、自己実現力のある人材の育成を教育理念と

している。この理念を実現するために本学を発展させる。従って、この 3 つの教育理念を理

解した上で本学を志望する学生が絶えない限り、本学の将来像は容認されているものと考え

る。そのための主体的努力として、ハード面とソフト面の改革を計画的に取り組んでいくこ

とが必要である。前者については、この 3 つの教育理念の側面を支える現実的な対応、すな

わち、情報設備・キャリア形成関係設備の改善・充実である。長期的には、学納金を中心とす

る収入や人件費を中心とする支出を 2012 年度レベルで維持して行けば、3.8 で分析したよう

に校舎改築についても展望可能である。後者については交通関係の幅広い知識の形成を始め

とするカリキュラム改革と学務運営システムの改革が挙げられる。本学は時宜に対応してこ

れらに取り組んでいる。 

本学が抱えている弱みは、第 1 に規模が小さいことである。規模が小さいということは、

財政基盤が脆弱で、少子化による入学者の減少によって直接、経営に影響を受け易い。第 2

に、第一部（昼間部）を併設している短期大学が多い中、第二部（夜間部）の単独設置校であ

ることが挙げられる。そのため、第一部と大規模教室等の施設共用などができず、中等教育

機関（高等学校）が 2 校設置されているものの、高等教育機関としては独立的に運営しなけ

ればならない点で不利である。第 3 に、近年は四年制大学が鉄道企業に進路開拓を試みてお

り、本学と競合する事象が生じている。 

しかし、強みとしては第 1 に、立地条件がある。各種交通機関が集中する都心に本学が所

在していることは、遠方からの学生の関心を引くのに優位と思われる。第 2 に、本学を志望

し、交通関係に興味を示す学生が、同年代に一定程度の比率で存在していることである。そ

のことが学生募集に安定感を持たせていることは確かである。第 3 に、逆に小規模であるが

故に、学生と教職員とのコミュニケーションがとりやすいことから、本学教職員の懇切丁寧

な個別指導が行き届くことになるといえる。このことは、本学では年間行事に学生面談期間

を設定し、授業評価アンケートや学生アンケートを実施し、絶えず学生とのコンタクトを重

視していることに生かされている。第 4 に、このような指導意識を有し、研究意欲・向上意

欲のある教職員を擁していることも強みである。 

学生募集対策としては、本学への体験入学・オープンキャンパス等、豊富な各種入試行事

を実施している。また、入試については AO 入試（6回）、指定校推薦入試、公募制推薦入試、

一般社会人入試（2回）等、年通算 10 回取り組んでいる。また、専任の教職員が特定地域の、

入学実績のある高校の一部に大学案内「ガイドブック」を直接届けており、上部団体主催の

各種進学相談会にも参加している。 

2013 年度はガイドブックを 3,000 冊用意し、以下の表のように学生募集に役立てている。 
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 【2013 年度 ガイドブックの配布】         2013 年 11 月 22日現在 

１．オープンキャンパス、体験入学会、学園祭（東交祭）での配布 500 冊 

２．メールによる資料請求 300 冊 

３．指定校先への送付 300 冊 

４．リクルートの資料請求 300 冊 

５．高校訪問用 100 冊 

６．残り 1,500 冊 

合  計 3,000 冊 

 

学納金計画については、施設設備の保守管理や新設計画および将来計画等を念頭に置き、

経済情勢を参考にしながら、当該年度の前々年度より本学管理層や財務委員会が構想を敷い

ている。 

人事計画、特に専任教職員については、欠員が生じた場合は補充し、且つ、短大設置基準

と財務計画、将来構想やカリキュラムを中心に組み立てている。専任教職員および非常勤講

師新人採用試験は各年度後半期に設定している。 

施設設備計画については教授会において次年度計画、あるいは 2～3 年後の計画として予算

を計上している。2013 年度は、第二図書室の改修工事や手摺りの補修工事等を完了した。 

外部資金については、本学・学園とも現在予定していない。遊休資産の処分については【4.

リーダーシップとガバナンス】にあるように検討しているが、結論までには至っていない。 

近年の本学の運営実態を精査してみると、定員・財政基盤等の現在規模を維持する前提で

見る限り、3.8 の資料中にもあるように、人件費や施設設備費のバランスがとれている。 

2010 年度の第三者評価報告書作成に際し、本学の経営実態はいつでも閲覧できる状態にな

っている。また、これを機に本学運営に対する危機意識を共有できていると感じている。 

 

(b)課  題 

財政上の安定を裏付ける定員確保に当たっては、大なり小なり漸次、各種改革に着手して

きた。この改革を本学内で継続的に取り組むことが大切であり課題である。 

2012 年度は、学納金の収入に占める割合が 87％以上であり、補助金の収入に占める割合は

7％未満である。教育内容を物心両面で充実しようと思えば学納金引き上げは避けられないが、

保護者の同意を得るためには学内改革や施設設備改革と並行して検討することが求められる。

修繕関係の設備投資に嵩む経費の近年の推移をみると、校舎改築計画は急を要する段階に来

ているので、学園として 2013 年度より文部科学省と連絡を取って具体的な行動（現在地もし

くは代替地における建設可否などについての相談申し入れ）を起こしているところである。 
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【４．リーダーシップとガバナンス】 

 

4.1 理事会等の学校法人の管理運営体制が確立している。 

 

（ａ）現状 

 学校法人豊昭学園の理事会は、「学校法人 豊昭学園寄附行為」第 3 条に定められた目的を

実現するための意志決定とその執行を一体的に行う最終の意志決定機関として機能している。 

 学校法人豊昭学園の歴史は 1928 年に設立された昭和鉄道学校に始まる。教育目標は「鐵道

事業ニ従事スヘキ者ノタメニ須要ナル學術技能ヲ授ケ兼ネテ徳性ノ涵養ニ努ムルヲ以テ目的

トス」であった。1952 年には昭和鉄道高等学校の昭鉄学園となっていたが、豊島実業高等学

校の豊島学園と合併し、現在の豊昭学園と名付けられた。豊島実業高校は 1992 年、学校改革

により進学を主とする豊島学院高校と名称を改めたが、社会に貢献しうる有用な人材を育成

するという基本理念は両校に共通している。そしてこの豊昭学園によって 1952 年に設立され

たのが東京交通短期大学である。理事長は、1982 年に豊島実業高校教諭として本学園に奉職

し 31 年目の常勤者であり、先に述べた学園の基本理念を理解している。現在は「寄附行為」

第 5 条に則り理事長に就任し、「この法人の業務について、この法人を代表し、その業務を総

理する」（寄附行為第 12条）管理運営の責任者として位置づけられている。 

 理事長は、「寄附行為」第 19 条(評議員会)、同第 22 条(諮問事項）、同第 23 条(意見具申等）

に則り、年 3 回以上理事長の諮問機関としての評議員会を招集し、議長を司っている。毎会

計年度終了後 2 月以内には、監事の監査を受け理事会の議決を経た決算及び事業の実績（財

産目録、貸借対照表、収支計算書及び事業報告書）を評議員会に報告し、その報告内容に関

する意見を求めている。 

 理事長は、毎週常勤理事 5名(理事長含む)と事務長を招集して常任理事会を開催している。

この会議では理事長の理事会への提議事項、並びに各理事の担当する財務、労務、学務、管

財、総務、入試、短大等各分野についての提案に対する意見交換、並びに業務報告を行って

いる。 

 さらに、理事長は月に 1 回、理事・監事全員が参加する理事会を招集している。理事長は

理事会の議長を務め、学園の収支バランスを第一義として捉えた、健全な運営に心掛け、提

議事項に関する審議、報告、決定事項に関する進捗状況の把握を行っている。 
 理事会は、設置している本学の包括的管理権や業務執行権を有するが、本学への意志反映

については、理事会を代表する短大担当理事 2 名（共に常任理事）を任命し行っている。担

当理事は学長との打ち合わせや教授会、教職員会議、財務、人事等各種委員会に参加してい

る。そして、教授会や諸会議の検討、審議結果を踏まえ、学長の意見を理事会に諮っている。

また、担当理事は短大協会等の学外の諸会議にも参加して情報収集し、理事会に報告してい

る。このようにして、理事長及び理事会は短大担当理事を介して、学長による短期大学の適

切な教学運営が出来るよう努めている。 

 学長任命にあたっては、理事会は学長選考委員会を発足させ「学長選考規程」に則り教授

会より推薦された人物を審議し承認している。教員採用にあたっては、理事会は人事委員会

並びに教授会より推薦を受けた人物を審議し決定している。また、理事会は教員の職位認定

にあたっては「教員任免規程」に基づいた教授会決議を審議し、決定している。 

 理事会の構成・理事選出については、本学園の「寄附行為」第 5 条から第 11 条までにもあ

るように、私立学校法第 38 条に謳われている「①所属校長、学長より、②評議員より、③功



東京交通短期大学  

- 57 -  

労関係者会より、④学識経験者より選出」という、本学園の建学の精神を良く理解し、健全

経営についての見識を有する者によって構成され、「寄附行為」第 11条第 2 項（3）に於いて、

学校教育法第 9条（校長及び教員の欠格事由）の規程の準用の下に実施されている。 

 

(b)課  題 

特に課題として認識するものはない。 

 

 

4.2 学習成果を獲得するために教授会等の短期大学の教学運営体制が確立している 

 

(a)現  状 

 学長は本学就任まで 32 年間にわたって立教大学に勤務し、その間、立教学院常務理事、立

教大学総長室長、同経済学部長などを歴任し、大学運営に豊富な経験を持っている。教育に

ついては、金融分野を中心とする専門教育から教養教育まで多くの科目を担当し、さらに大

学院教育をとおして少なからぬ研究者を養成してきた。研究面では多数の著作を発表すると

ともに、学会の幹事や理事を歴任し、さらに日本学術会議経済理論研究委員会委員を務める

など、我が国における経済学研究の発展に寄与してきた。 

 学長は本学の「建学の精神」を踏まえて、また前学長の下で整備された「建学の精神」にも

とづく「教育理念」、「教育目的・目標」を継承し、かつ全国唯一の運輸科を擁する「交通短大」

としての特徴を活かし、カリキュラムの改善、授業評価アンケートによる教授法の検討等をと

おして教育活動の改善を図り、また『研究紀要』の充実を軸に研究活動の推進を図っている。

また自ら講義を担当して直接に学生の教育にあたっている。 

 学長は学長選考規程等に基づき、選考委員会による候補者の提案、教授会審議による候補

者の選定、理事会による承認という手続きを経て決定されている。本学の教学運営は教授会

を軸として各種委員会と事務局によってなされているが、学長は教授会議長を務め、また人

事委員会などの委員会に直接に参加することを通して、学内の討議と運営全般を把握し、教

学運営の円滑な職務遂行に努めている。 

 以上のように学長は副学長および学科長の補佐を受けつつ、本学の運営全般にリーダーシ

ップを発揮している。 

 教授会は毎月原則として 2 回開催し、教授会規程等にもとづき適正に運営されている。教

授会は教授、准教授、助教、短大担当理事から構成され、学長が議長となり、審議事項、報告

事項につき議論を尽くし必要な事項を決定している。また必要に応じて職員も出席すること

によって、本学の全教職員が課題を共有することが図られている。 

 教授会の議事録は毎回作成され、次回教授会までに回覧、修正され正式に決定されている。 

 教授会はシラバスに基づき学習の具体的進め方、学生面談による学習成果などについても

議論し、認識を共有している。2013 年度は教授会審議を経て「アドミッション・ポリシー」

「カリキュラム・ポリシー」「ディプロマ・ポリシー」を確定し、3 つのポリシーについての

認識の共有を図っている。 

 教授会のもとに 11 の委員会を設置し、それら委員会の意見や提案を受けて教授会で審議・

決定を行い、全教職員の日常的な役割分担と協働によって本学の適切な運営を図っている。 

 以上のように、学長は教授会を学則等の規定にもとづいて開催し、本学の教育研究上の審

議機関として適切に運営している。 
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 なお、前年度に学長と理事会との関係にかかわる課題として、短大関連の理事会決定事項

の短大への通知は書面によることが望ましいとされていたが、2013 年度は決定事項の文書で

の通知がすでに実施されている。 

 

(b)課  題 

 学長は短大の教学の最高責任者であって教学権に責任を負い、理事長は経営の最高責任者

であって経営権に責任を負っている。学長は理事会から与えられた経営資源のなかで教学権

を行使するが、その際、短大のカリキュラム編成や教員人事といった教学権に属する重要事

項は、理事会決定にあたって学長の判断が尊重されなければならない。本学ではこうした基

本的関係はほぼ確立している。こうした基本的見地を踏まえて、学長と理事会の意思疎通の

あり方について、なお一層の改善のための研究をしていく必要がある。 

 また教職員共有ファイルなどを活用して、これまで以上に、教授会決定事項などを全教職

員に周知徹底することが必要である。 

 

 

4.3 監事は寄附行為の規定に基づいて適切に業務を行っている 

 

(a)現  状 

監事は本学園の業務および財産の状況について毎会計年度前期と後期に監査している（参

照資料、4.4 の 2012 年度監査実施状況）。 

監事は本学園の業務および財産の状況について毎月（8 月を除く）の定例の理事会に出席し

て、必要に応じて意見を述べている。 

監事は本学園の業務または財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該

会計年度終了後 2ヶ月以内に理事会および評議員会に提出している。2012 年度収支決算の場

合、2013 年 5月 20 日（月）の理事会、並びに 5月 27 日（月）の評議員会に監査報告書を提

出している。 

 

(b)課 題 

特に課題として認識するものはない。 

 

 

4.4  評議員会は寄附行為の規定に基づいて開催し、理事会の諮問機関とし適切に運 

   営している 

 

(a)現 状 

本学園の評議員会は、2014年1月現在、①この法人の教職員で理事会において選任された

者（8人以上10人以内）②この法人の設置する学校を卒業した者で、年齢25歳以上の者のう

ちから、理事会において選任された者（3人以上5人以内）③この法人の功労関係者および学

識経験者のうちから、理事会において選任された者（6人以上8人以内）の3種の評議員から

構成され、その人数は計17人以上23人以内で構成されている（寄附行為第19条第2項）。本

学園の理事の定数は、7人以上11人以内と定められており（寄附行為第5条第1項）、評議員

会は、理事の定数の2倍を超える数の評議員をもって、組織されている。また、評議員会の
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運営にあたっては、寄附行為の規定を遵守して運営されている（寄附行為第19条～第26

条）。 

 さらに、評議員会の運営にあたっては、私立学校法第42条第1項の掲げる、①予算、借入

金（当該会計年度内の収入をもつて償還する一時の借入金を除く。）および重要な資産の処

分に関する事項、②事業計画、③寄附行為の変更、④合併、⑤第50条第1項第1号（評議員会

の議決を要する場合を除く。）および第3号に掲げる事由による解散、⑥収益を目的とする

事業に関する重要事項、⑦その他学校法人の業務に関する重要事項で寄附行為をもつて定め

るもの、の各事項に関して、理事長は、評議員会の意見を聞き、寄附行為をもつて評議員会

の議決を要するものとすることにより運営を行っている（私立学校法第42条第2項）。 

 2012～13年度の評議員会の開催状況については、以下の通りである。 

 

（図表Ⅳ－１）  評議員会開催状況（2012～13年度途中） 

開催期日 主な議案 出席者数 定数 

2012. 5.28. 2011年度決算について 18名 18名 

2012.11.19. 理事・監事任期満了に伴う選任の件 18名 18名 

2013. 2.23. 2012年度補正予算案について諮問 17名 18名 

2013. 3.21. 2013年度予算および事業計画について諮問 18名 18名 

2013. 5.27. 2012年度決算の件 18名 18名 

2013.11.25. 評議員任期満了に伴う選任の件 17名 18名 

 

(b)課 題 

 特に課題として認識するものはない。 

 

 

4.5 ガバナンスが適切に機能している 

 

(a)現 状  

学校法人と本学では、中期計画（3～4年後まで）に基づいた事業計画と予算の関係部門・

部署の意向を集約し、毎年 3 月までに理事会が原案を作成、評議員会へ諮問し、最終的に理

事会において事業計画および予算は決定されている。 

評議員会に諮問され、理事会において決定された予算および事業計画は速やかに関係部門

へ通達されている。 

予算は、関係部門責任者が通常、支払申請書、物品購入申請書等で申請し、経理責任者に

よる精査の後、理事会における承認のもと、適正に執行されている。新規品目については事

前の理事会による承認を経て前記の如く執行されている。 

日常的な出納業務については、全ての支払は各担当者より支払申請書にて全常務理事の決

済後支払われ、また、全ての収入は金融機関や官公庁（補助金等）からの入金情報等により

台帳に集められる。収支の状況は最終的に経理責任者に日報および月報にて集約され、予算

の執行状況とあわせて月次報告により理事会および理事長に報告されている。 

計算書類、財産目録等は「私立学校会計基準」に則りまとめられており、監査報告書にあ

るとおり、学校法人の経営状況および財政状態を適正に表示している。 
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公認会計士の監査は年 12～13 回（7，8月を除く）実施しており、日々の経理処理および内

部統制にかかわる助言、指摘等があれば速やかに理事会へ報告し、必要とあれば規程の変更

等行っており、適切に対応している。 

 

 

（図表Ⅳ－２）公認会計士による監査実施状況（2012～13年度） 

   

監査日 監査概要 備考 

2012年. 4.23 実査・確認  

2012年. 5. 9 期末の残高監査  

2012年. 5.15 同上  

2012年. 5.21 同上・監事合同監査  

2012年. 6. 6 理事者への監査報告  

2012年. 9.20 期中取引の監査（内部統制の整備・運用状況の確認） 現金実査 

2012年.10.17  同上  

2012年.11.14  同上  

2012年.12.19  同上  

2013年. 1.15 同上  

2013年. 2.13  同上  

2013年. 3.18  同上  

 公認会計士による監査実施状況（2013年度）  

2013年. 4.22 期中取引の監査（内部統制の整備・運用状況の確認）  

2013年. 5.10 期末の残高監査  

2013年. 5.16 同上・監事合同監査  

2013年. 6. 5 理事者への監査報告  

2013年. 9.25 期中取引の監査（内部統制の整備・運用状況の確認） 現金実査 

2013年.10.23  同上  

2013年.11.20  同上  

2013年.12.11 同上  

2014年. 1.20 同上  

 

資産の運用については、「資産運用規程」に基づき資産運用の担当者（財務担当理事、事務

長、事務次長）から「資産運用稟議書」を上げ常務理事の決裁を受け運用している。管理につ

いては、定期的にモニタリング（経済現況等による精査報告検討）を行っており、月に１度

理事会へ報告し、資産の管理台帳等適切な会計処理に基づいて記録し、安全かつ適正に管理

している。 

寄附金の募集および学校債の発行はおこなっていない。 

月次試算表は毎月適時作成され、経理責任者から財務担当理事および理事長へ報告してい
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る。その後、理事会においても報告されている。 

学校教育法施行規則、私立学校法の規定に基づき、教育情報を公表し、財務情報において

は「財務閲覧規程」により財務諸表の閲覧を供している。 

また Web サイトにおいても財務情報を公開している。 

 

(b)課 題 

現在は寄附金募集に取り組んでいない。実施にあたっては学園記念行事などの動機付けが

必要となる。 

2012 年度から財務情報を Web サイトに公開している。今後は財務情報等さらに詳しくわか

りやすくするための資料等を工夫する必要がある。 
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【５．教養教育の取り組み】 

 

5.1 教養教育の目的・目標を定めている 

 

(a)現 状 

文部科学省 高等教育局 大学振興課が 2010 年 7 月に全国の公私立の短期大学（対象校：

385 校（公立 24 校、私立 361 校）に対して行ったアンケート結果（385 校からの回答）によ

ると、“開設されている教養教育科目は？”という問いに対して、「コンピュータの取扱いな

ど情報活用能力を育成する科目」320 校、「心身の健康に関する科目」294 校、「専門教育の基

礎となる科目」238 校、「日本語及び外国語による文書作成、討論、口頭での意見発表や報告、

プレゼンテーション等の訓練を取り入れた科目」237 校、とある。 

本学の設置科目には、科目系列として 1 年次履修を主とした「基礎科目」と 2 年次履修を

主とした「専門科目」があることから、教養教育はその中の基礎科目に該当するものと考え

られるが、上述のアンケート結果にあるような「コンピュータなど情報活用能力に関する科

目」や「専門教育の基礎となる科目」は、本学では「専門科目」に配置されている。 

 

(b)課 題 

本学における教養教育は分かりやすく定義しているとは言い難いので、教養教育の目的・

目標を定める必要がある。 

また、卒業要件（66 単位）に対する基礎科目（教養科目）と専門科目の割合（科目数では

なく単位数換算）についても考慮する必要があろう。 

さらに教養教育の設置科目の一部を非常勤講師に依存しているため、本務校業務のために

休講、その対処としての一定期間内での補講の実施等のため、非常勤講師では対応不可能な

場合があり、補講実施時期を増やす必要がある。 

 

 

5.2 教養教育の内容と実施体制が確立している 

 

(a)現 状 

①教養教育の内容 

本学では、教養教育として表Ⅴ－1に示す基礎科目を配置している。 

質の高い授業の実現を目指すとともに学生の知的好奇心を喚起するために、様々な工夫を

行なっている。例えば、テーマごとに専門家を講師として招聘する「特別教養講座」を開講

している。 
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(図表Ⅴ－1) 教養教育の内容 

科目系列 分野 科目 

基礎科目 人文系 哲学 

心理学 

文学 

歴史学 

社会系 経済学 

経営学 

法学 

自然系 環境科学概論 

自然科学概論 

統計学 

外国語 英語 

中国語 

キャリア支援 基礎ゼミⅠ～Ⅴ 

キャリアデザイン 

キャリア形成論Ⅰ～Ⅱ 

キャリア情報論 

キャリア支援論Ⅰ～Ⅱ 

コミュニケーション論 

実務基礎能力論Ⅰ～Ⅲ 

政治経済学 

現代社会論 

保健体育 保健体育理論 

保健実技 

 また、「基礎ゼミ」は、1 年次の必修科目であり、1 学年を 5 つの小クラスに分け、小人数

制による手厚い教育支援を実現している。「基礎ゼミ」の目的・目標には、経済産業省が定義

している「社会人基礎力の 3つの能力と 12 の能力要素」を掲げ、授業を通して学生に周知徹

底している。 

この 3 つの能力と 12 の能力要素を開発するために、「基礎ゼミ」ではグループワークを中

心とした様々な課題を課している。以下は、そのいくつかの課題事例である。 

 

(1) 本学の大学祭（東交祭）での模擬店出店時の事業コンペ 

各「基礎ゼミ」において、事前に事業計画を考えさせ、模擬店の売上高、利益高をそれぞ

れの「基礎ゼミ」で競争させる。各「基礎ゼミ」内に実行委員会を設置し、リーダーシッ

プとフォロワーシップの醸成を図っている。 

 

(2) ビブリオバトルの実施 

自身が読んだ推薦図書について、各「基礎ゼミ」内でプレゼンを行なう。読書による一般

常識に加え、発信力、状況把握力、ストレスコントロール力等を醸成する。 
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(3)自由研究論文の作成とその発表 

主体性、課題発見力および論理的思考力、発信力等を育成するために、個人もしくはチー

ムで自由研究論文の作成に取り組む。各「基礎ゼミ」内での予選会を経て、その代表者は

全ゼミ大会でプレゼンを行う。2013 年度より、『基礎ゼミワークブック 論文の書き方』

を作成し、学生に配布している。 

 

など、基礎ゼミ担当教員が、毎年工夫を凝らしながら科目内容を精査している。 

 前述の経産省による「社会人基礎力の 3 つの能力と 12 の能力要素」に基づき、上記(1)～

(3)の対応を整理すると、下表の通りとなる。 

 

(図表Ⅴ－2)  基礎ゼミと「社会人基礎力の 3つの能力と 12 の能力要素」の対応表 

能力 能力要素 （１） （２） （３） 

前に踏み出す力 

（アクション） 

主体性 ● ● ● 

働きかけ力 ●  ● 

実行力 ● ● ● 

考え抜く力 

（シンキング） 

課題発見力 ●  ● 

計画力 ●  ● 

創造力   ● 

チームで働く力 

（チームワーク） 

発信力  ● ● 

傾聴力  ●  

柔軟性 ●  ● 

状況把握力 ●  ● 

規律性 ●  ● 

ストレスコントロール力 ●   

 

②教養教育の実施体制 

 本学では、教養教育の実施体制を整備するために毎年カリキュラム委員会内で議論が行わ

れている。2013 年度カリキュラムも新たに「交通英語」や「観光地理」など 3 科目が追加さ

れた。質の高い授業を実現するために、2013 年度より FD・SD 委員会を設置した。 

 

(b)課 題 

 教養教育の質を高めるためには、学園として支援する体制が必要となるが、現在ではカリ

キュラム委員会での議論が中心となっている。また、カリキュラムの構築に関して他の短大

との意見交換会などの交流もない。 

 また、きめ細やかな講義を実現するには教員の数が不足している。 

 個別の科目に関しては、たとえば「基礎ゼミ」では、ここ数年、毎年、授業内容を見直しな

がら、より教育目的・目標に合致した内容に改変しているが、「基礎ゼミ」間（水平方向）で

の内容の不統一も散見される。進行スケジュールや成果物は事前に調整し、「基礎ゼミ」間で

の統一を図っているものの、各基礎ゼミの進度等による質のバラツキを解消するのが課題で

ある。 
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5.3 教養教育を行う方法が確立している 

 

(a)現 状 

 各教養科目の教育方法については、シラバスにおいて「指導方法」として明記することで、

学生に対する周知徹底を図っている。また、「基礎ゼミ」内で実施している自由論文の作成に

ついて『論文の書き方 ワークブック』を、キャリア支援科目で使用するテキストとして『就

職活動のマナー＆進め方 ワークブック』をそれぞれ作成し、教養教育の質の向上に努めて

いる。 

 また、とりわけ本学の教養教育の中核をなすキャリア支援分野においては、基礎ゼミ担当

者会議およびキャリア支援科目担当者会議を定期的に開催することで、それぞれの教育内容

および教育方法の平準化と向上を試みている。 

 必修科目である「基礎ゼミ」、「実務基礎能力論」に関しては、それぞれレベル別の 5 クラ

ス、3クラス体制をとっており、各クラスの履修学生の習熟度に応じた授業内容を教授できる

仕組みが整っている。 

 「基礎ゼミ」と「実務基礎能力論」との相互関係として、大学祭（東交祭）の模擬店舗運営

により「実務基礎能力論」で得た知識を実践・活用できる環境が設けられている。 

 

(b)課 題 

 現在は基礎科目に関する卒業要件としては必修科目の習得と総科目数（8 科目）のみが設定

されており、習得する教養教育の内容については学生要覧においてコース別の履修例が示さ

れているのみであり、さらに踏み込んだ指導が必要である。 

 さらに、キャリア支援分野において、類似の科目があり不明確なので明確にする必要があ

る。 

 

 

5.4 教養教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる 

 

(a)現 状 

 教養教育の中核をなす「基礎ゼミ」においては、前述した「ビブリオバトル」、「自由研究論

文」の成果について、担当教員の間で各クラスの完成度に関する意見交換を行い、教育効果

の測定・評価と内容の改善を行っている。また、合同ゼミでの成果発表などを踏まえ、学生

に習熟度の違いを認識させている。 

 「実務基礎能力論」については、「実務基礎能力論Ⅰ」と「実務基礎能力論Ⅱ」において、

社会人に必要な業務を実行できる数的能力を身につける教育を行っている。一方、初級クラ

スである「実務基礎能力論Ⅲ」においては、数的能力の基礎となる分数・少数・割合など社会

人としての基礎能力の必要性を理解させる教育を行っている。「実務基礎能力論Ⅰ～Ⅲ」にお

いて、小テストを数多く設け（Ⅰ・Ⅱは 9 回、Ⅲは 8 回)、習熟度の測定・評価をしている。 

 

(b)課 題 

 「基礎ゼミ」においては、クラス内発表会と代表者による全ゼミ大会等で成果物の測定・

評価を行っているが、成果物に対する「基礎ゼミ」全体での統一した評価基準は整備されて

いない。また、入学時に「基礎ゼミ」、「実務基礎能力論」のクラス分けを行うために「プレイ
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スメントテスト」（国語・数学・一般常識）を実施しているが、入学から一定期間経過した後

では実施していない。したがって、「基礎ゼミ」、「実務基礎能力論」などを、後期授業開始時

などにも、再実施するような検討が必要である。 

 


